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最後に、本稿が研究対象とする 1970 年代の神戸市、 1980 年代の非核自治体宣言、
1990 年代の高知県、 2000 年代の平和首長会議について、研究上の位置付けを説明する
とともに、本稿の構成について記す。 
 
第 1 節 先行研究の傾向 









                                                   
1 地方自治体による外交・安全保障に関する活動（自治体国際活動）を、大津浩は、国際
関係に何らかの影響を及ぼす「機能的意味」と中央政府の国際的権限との抵触問題を惹起
する可能性を含む「法的意味」に措定する [ 大津  1997:64] 。具体的な自治体国際活動と
して「対外的活動（国際交流・国際協力・国際連携・国際的自治権保障 ）」 と「対内的活





圏」としての役割を期待させる [ 市岡 2000:185]。石川捷治は九州・沖縄を含んだ「環黄
海」という捉え方で、北東アジアの平和構想・安全保障共同体構想を提示した [ 石川 
2004:834-835] 。近年の研究によれば、地域秩序形成の萌芽となる沖縄県の自治体国際活
動は、自立経済・経済交流の促進による東シナ海秩序の強靭化とともに、国連に加えて日

















地方自治体を扱った [Kamimura 2001:1-16] 。木村朗も、平和を創り出す住民の主体性に






（ 3 ）地方社会中心アプローチ 
行政学界で、地方自治体の中にある「限界」に踏み込んだ一人が、富野暉一郎である。
富野は 1984 年から 8 年間、神奈川県逗子市長として、池子米軍家族住宅建設問題2 に関
                                                   
2 池子住宅地区及び海軍補助施設（池子米軍家族住宅地区）は、逗子市池子、久木、横浜
市金沢区に所在し、その面積は、全体で 288.4 ヘクタールに及ぶ。 1954 年の市制施行と
同時期に池子接収地返還運動が始まった。米軍家族住宅建設問題は、 1983 年から 10 年
余りの間、市を二分した。逗子市基地対策課「逗子市の基地対策」















 経済 非経済 
行政・首長 A  B  
立法・市民 C  D 
出所： [ 薮野  1994: 28]。 
 
白鳥浩は、政党間の対立軸がない現代日本政治の構造の中で、国際イッシューに析出され
た 1996 年の沖縄県民投票と 1997 年の名護市民投票を分析した。意見表明としての住民
投票を評価する一方で、投票の中で住民の意思が一枚岩でないことを指摘する [ 白鳥 
2009:55-79] 。社会学界では、大野光明が京都府京丹後市丹後町宇川地区での米軍基地建
設に伴うローカル・コミュニティの変容を分析する。大野は、建設に抵抗する住民が、統



















①  国際社会から中央政府に 
安全保障政策の変更を迫るアプローチ 
外的条件 国際社会における連帯 
②  国内から中央政府に 
安全保障政策の変更を迫るアプローチ 
  
③  地方社会中心アプローチ 内的条件 国内における自治 
出所：筆者作成 
 
多元主義的な国際関係において非国家主体のうち非国家組織（ NSO ： Non-State 
Organizations ）にあたる主体である地方自治体は、サブナショナルな主体でもある [ 山

































第 2 節 ガバナンス理論における本稿の位置付け 
（ 1 ）分析枠組み 
安全保障の構築を担う主体として地方自治体を位置付けた政治領域での研究の潮流にお
いて、共通する分析枠組みとして 「『 軍事化する日本』（政府の政策） VS 『戦後日本の












（ 2 ）ガバナンス概念が登場した背景 
欧米で 1980 年代後半に政治や地方自治で普及した「ガバナンス」という言葉は、日本




























いう図式が強く成立した [ 江橋  1988:182, 1990:175-176] 。その後、安全保障を地方自治








る [ 松下 1988:261]。 










                                                   
3 官とは、政府、民とは、企業、私とは、家族・個人を指す。公とは、共同体を指す。そ
れぞれに、 emotional identity に基づく「情 」、 functional identity に基づく「利 」、
issue-oriented identity に基づく「理」の多寡がある。公の核となるのは、「理」の共同





ラテン語の “securus” ないし“securitas” （「 ～がない」を意味する “se”ないし “sine”＋
「不安、心配」を意味する “cura”）を語源とする [ 中西  2007:23] 。それは、第二次世界
大戦下で、その定義をいったん集約した。すなわち、軍事力を中心に、外交・経済・資
源・情報・科学技術などあらゆるものを総合戦力として必要とする「国家安全保障」
（ National Security ）の概念が誕生した [ 古関  2002:68] 。この伝統的安全保障の概念
は、中央政府による実務的な概念として、軍事を想定している。国家の安全と国民の安全













多様ながら、その目的は一人ひとりの安全の確保をおいてほかにない [ 赤根谷 
2007:108-109, 長  2012:100, 110-136] 。人間の安全保障は、「平和」と「安全保障」が
一体であった啓蒙時代の個人の安全保障、社会の安全保障、そして、第二次世界大戦後の
国家安全保障を旋回してきた。まさに人間の安全保障が「 200年ぶりの『人間の復権 』」





力の連鎖が生じる [ 土佐  2016:1-14] 。したがって、今日、政治・経済・社会生活・環境




の幅を指す [ 峯  2011:18-19]。 
5 UNDP 『人間開発報告書 1994 』 24 頁。 






















らのオルタナティブの模索を示唆する [ 土佐  2014:256, 267,270-271] 。 
以上の議論を整理すれば、安全保障研究は、従来の 「『 国家が、他国から、国家のため






























































念となり、支配する中央政府に対して従属する「地方」という図式が生まれた [ 玉野井 









最終節では、本稿が研究対象とする 1970 年代の神戸市、 1980 年代の非核自治体宣言、
1990 年代の高知県、 2000 年代の平和首長会議について、まず、研究上の位置付けを説
明する。次に、本稿の構成について述べる。 
 
第 3 節 研究対象の位置付け 
（ 1 ）研究対象 
1968 年 1 月に首相の佐藤栄作は、衆議院本会議で日本の「核の基本政策」（核四政策）
を表明した。それは、前年 12 月に佐藤が公式表明した「核兵器を作らず、持たず、持ち
込ませず」という①非核三原則に加えて、②米国の「核の傘」への依存、③核軍縮への努
力、④原子力の平和利用推進―の 4 本柱から成り立つ [ 若泉 2009:140-141]。核四政策は
自由民主党（自民党）が政策文書としてまとめたものであり、政府の公式見解ではないが、
この路線は続いているといえよう [ 水本 2016:203]。ここにある「自己矛盾」の 1 つが、
①と②との間にある。その「自己矛盾」とは、「自分たちは核兵器を持たないが、米国の
核兵器は必要だ」というねじれにほかならない [ 川崎  2011:81] 。本稿では、研究対象と
して、核四政策の下で「非核三原則」と米国の核抑止力に基づく「核の傘」への依存を抱
えた中央政府の矛盾を突く、地方自治体の反核兵器政策に着目する。 









る対米交渉にあった [ 水本 2000:232-235]。非核三原則が定着する過程と並行して、日本
では、たびたび米原子力軍艦から放射能調査による異常値が検出された。初めて、米原子
力潜水艦が入港したのは 1964 年 11 月、米原子力空母が入港したのは 1968 年 1 月であ
り、いずれも佐世保市である。核兵器搭載可能艦の寄港を巡り、入港反対の世論は強かっ
たが、最終的に佐世保市議会は容認せざるをえなかった [ 山下  2009:24-25]。そして、
1968 年 5 月にある事件が日本中を震撼させた。事件とは、佐世保港に寄港していた原子
力潜水艦が異常放射能を排出したことである。西日本新聞がこの事件を明るみに出し、そ
の後、中央各紙もこれを追い、約 1 か月間、日本のマスコミは異常放射能問題で埋め尽く
された [ 堀江  1970:78] 。その後、 1972 年には原子力潜水艦寄港地の那覇軍港とホワイ
トビーチで異常値が検出され、これを巡り国会で論戦が交わされた 1974 年には、科学技
術庁原子力局次長であった伊原義徳が、原因の 1 つは米原潜であるとした当初の発言を撤
回する事態が起きた [ 新原 2011:155-156]。以上から分かるように、地方自治体の反核兵
器政策が本格的に開始される源泉には、 1960 年代後半以降の非核三原則の定着と米原子
力軍艦の入港への反対がある。したがって、本稿が取り上げる地方自治体の反核兵器政策
は次の通りである。 1970 年代は、 1975 年に神戸市議会が全会一致で採択した「核兵器
積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議」に基づく行政措置である「非核神戸方式」を扱










（ 2 ）本稿の構成 
論点を考察するために、本稿は 2 部構成をとった。第 1 部は、第 1 章と第 2 章でなり、
仮説を提示する。第 2 部は、仮説を検証するため、第 3 章から第 6 章でなり、時系列に事
例の分析を行う。各章の内容は、以下の通りである。 







以上より、第 1 章と第 2 章から、安全保障領域におけるガバナンスの萌芽と展開を仮説
として提示する。続く第 3 章から第 6 章では、この仮説を検証するため、核兵器を巡る日
本の安全保障に関与することで中央政府と対峙した地方自治体の政治過程を、内的条件・
外的条件との相互作用に着眼しながら、分析する。 
第 3 章では、 1970 年代に成立した非核神戸方式の成立過程を分析し、非核神戸方式の
特徴と非核神戸方式が国際環境に与えた影響を探求する。第 4 章では、 1980 年代に非核
宣言自治体が増加・拡大した要因を分析し、非核自治体宣言の意義を明らかにする。第 5
章では、 1990 年代に行われた高知県における非核港湾条例を巡る議論を分析し、非核港
湾条例を巡る議論の特徴と議論が国際環境に与えた影響を探る。第 6 章では、 2000 年代
に発展した平和首長会議の軌跡を分析し、この現象の深淵にあった平和首長会議の理念と
動態を明らかにする。この構成から分かる通り、第 3 章と第 5 章で基礎自治体と広域自治
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みた 2 期目の長洲に言及する。 
 
第 1 節 日米同盟と新たな安全保障 
（ 1 ）日米同盟を中心とした安全保障 
日本では、ヨーロッパにおける「外」からの平和研究や 1970 年代末からの「内」なる




れる傾向にあり、「日米同盟」といい換えられている [ 古関  2013:2]。 
一方で、近年、「人間の安全保障」という言葉から、日本国、日本人が第一に想起する





協調の一環である、と指摘する [ 佐藤  2006] 。さらに、人間の安全保障を国内の安全保
障政策として展開する動きはほとんどみられない [ 富野  2010b:219] 。 
 
（ 2 ）安全保障に関与する地方自治体 
以上の状況の下で、「核の持ち込み」（イントロダクション）に関し、米軍艦船の寄
港・一時持ち込み（トランジット）が事前協議の適用除外事項とされてきた背後には、日






























この連関を探った、 1970 年代の民際外交とその提唱者である長洲一二について記述する。 
 
第 2 節 民際外交と長洲一二 
（ 1 ）民際外交の起源と特徴 
自治体国際活動には、 2 つの原点がある。 1 つが、 1980 年代にアカデミックな議論の
中で使われ始めた平行外交（ parallel diplomacy （略称はparadiplomacy ）） である
[Tavares 2016:7] 。平行外交は、経済的・政治的な利益を求める。もう 1 つが、軍事や権
                                                   
1 もっとも、日米安全保障条約を中心に据えた国家と自治体と企業が「合体して組織的に







淵源とする民際外交（ people-to-people diplomacy ）にほかならない。民際外交は、
1956 年にドワイト・D・アイゼンハワー大統領により、政府主導で始まった [ 山本 





のための世論喚起としての役割を担った [ 菅沼  2013:45] 。民際外交は、 1972 年に朝日












[ 長洲  1978:60] 。民主政治の模索が地方自治体を中心に進行していた中で、民際外交は
日本的市民社会の構築に向け先駆けとなった、ともいえよう。そして「地方の時代」シン
ポジウムを契機として「民際外交」は人口に膾炙した。 
1970 年代に入ると、 1970 年には日ソ沿岸市長会議（現在、日露沿岸市長会議）が、
1972 年には日朝友好・貿易推進日本海沿岸都市会議が、日本海側の地方自治体により始
まっていた。民際外交がこれらと一線を画す点はどこにあるのであろうか。それは、大別




い」 [ 長洲  1978:52] 。同年に、神奈川県庁が刊行した『神奈川県の民際外交』で長洲は、
                                                   
2 タヴァレスによる議論の中では、民際外交は、平行外交の一つであり、「儀式的な平行
外交（ ceremonial paradiplomacy ）」 に当たる [Tavares 2016:31] 。 
3 朝日新聞「転換する平和像 国際よりも『民際』 平和戦略 日本の進路」（ 1972 年
1 月 1 日 ）。  




現実の外交が、国家間の具体的利害の調整作業であるとした [ 長洲 1980:177]。その一方
で、ニクソンショックに代表される政治的・経済の基本的枠組みの崩壊などに基づいて
「わが神奈川県が、国家レベルの国際外交（ inter-state diplomacy）を補完する、民衆と
民衆、地域と地域の興隆、つまり『民際外交』（ inter people diplomacy ）を主張する」
[ 長洲  1978:51] とした。そして、 1977 年の日米関係民間人会議（下田会議）の講演で
は、世界に対する仏教の「慈悲 」、 すなわち「ヨコにつながり、広がる愛、平等なもの同




り組む意欲を示した [ 長洲  1975:61] 。「新神奈川宣言」では、基地返還と関連して民際
外交を提唱した [ 民際外交 10 年史企画編集委員会編  1990:5-6]。その背景にあるのは、
今日まで続く基地県としての神奈川県の現状にほかならない。佐世保、沖縄と比較した場
合、神奈川県の現状として次のことが読み取れよう。 1972 年から 2013 年までの原子力
艦の寄港状況を示したデータによると、佐世保の20.8%、沖縄の28.5%に対し、横須賀は
50.6%に上る [ 梅林監修 2014:164-165]。神奈川県は厚木飛行場など県内 11 市町村に米
軍基地を抱える。神奈川県の米軍基地数は、沖縄県のそれに次ぐ。長洲が知事に就任した
後、神奈川県の民際外交は政策体系として進化を遂げたことに疑いはない。その証左とし
て、 1987 年に策定された「第 2 次新神奈川計画」において、基本目標の 1 つである「市
民と世界の出会いによる平和・国際協調」の 3 本柱は、「地域と世界を結ぶ民際外交」・




年に始まった「州兵・国家パートナーシップ・プログラム（ SPP:The National Guard 
State Partnership Program ）」 の下で国防省・国務省・州が、他国の軍と様々な協力を




                                                   
4 Lawrence Kapp and Nina M. Serafino, “The National Guard State Partnership 
Program: Background, Issues, and Options for Congress,” CRS Report for Congress, 
August 15, 2011, p.5. http://www.fas.org/sgp/crs/misc/R41957.pdf （ 2014 年 5 月 10 日







を背景に効率性の希求を出自とする道州制を巡る議論 [ 白藤 2013:136-137]と並行して唱
えられている点を指摘しておきたい6 。神奈川県の民際外交は、軍事的に連邦政府と州政
府がアプローチするSPPとは異なる。その意義は、構造的な暴力の不在、積極的な平和を










（ 2 ）長洲一二の「中道」 
横浜国立大学を退官した長洲が神奈川県知事に就任した 1975 年の統一選挙では、革新
自治体の勢いが退潮に向かっていた。これに先立つ 1971 年の全国革新市長会7 における
総会の基調報告は、革新市長会の政治的位置の転換を示していた。すなわち、基調報告は、
限定的な政党・党派に立つ内容ではなく、自治確立を中心とした政党と協力する姿勢を示
したものであった [ 全国革新市長会 地方自治センター編  1990:i,81,112]。実際に、内政
のみならず国際関係においても、革新首長が自民党政権に貢献した 1970 年代前半の事例
は、少なくない。例えば、 1972 年に米軍の戦車輸送阻止闘争の先頭に立った横浜市長の





                                                   
5 実行部隊の具体的な任務として、平時は「災害への対処や治安維持 」、 有事は「総理大
臣の命を受け軍とともに国内外での活動」が挙げられる [ 鈴木 矢野 2008] 。 




ない、ということになりかねない [ 岡田  2008:76-78]。 
7 全国革新市長会は、 1963 年の第 5 回統一自治体選挙で誕生した革新首長の大量当選を
契機とし、 1964 年に結成された。 1973 年の会員数は、 131に及ぶ。 





国禁の左翼書に傾倒し [長洲  1982:8]、その後、東京商科大学（現一橋大学）に学び、マ
ルクス経済学者の道を歩んできた長洲によれば、「中道」は、右でも左でもないという消








新」の必要性を唱えた [ 長洲  1978:56] 。 
その一方で、中央政府と地方自治体との関係について、長洲は、公害等の負の累積への
中央政府の無策に対する先導的な革新自治体の功績を認めながら、自治体万能論・分権万
能論の立場に与しなかった [ 長洲  1978:53-55]。同シンポジウムにおいて、「自治体革新」
の上位概念として位置付けられた参加型地方分権制への転換を呼び掛けたキーワード、
「地方の時代」は、翌 1979 年の大平正芳の施政方針演説にあった田園都市国家構想と軌
を一にする8 。特別補佐官として長洲に 16 年間仕えた久保孝雄によれば、中央政府と地
方自治体を巡る政治姿勢について、大学の同窓であった長洲と大平は、親密な関係であっ
た [ 久保 2006:101]。また、長洲自身には、 1 期目から 2 期目にかけて、国政転身への情
熱を抱いた時期があった [ 久保  2006:23] 。 
就任当初、初めて県政の場で民際外交を表明した 1975 年当時、議会の保守系や外務省
が表明に対し注意を促したが、下田会議以降、マンスフィールド在日米大使は高く評価し





第 3 節 在日米軍基地問題・核兵器問題を巡る止揚 
（ 1 ）総合安全保障 
1979 年 11 月に開催された国際シンポジウムで、長洲は次のように述べた。「環境破
壊、食糧やエネルギーの不足など、脅威が軍事的なものだけでなく多元化し、私たちが守
                                                   
8 東京大学東洋文化研究所「地方の時代（東京 12 チャンネル『総理と語る』の一部）
（大平内閣総理大臣 ）」
http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/exdpm/19790425.S1J.html






なければならない」9 。 1981 年に松下圭一は、安全保障の模索をするにあたり、最優先
の課題として、分権化を挙げていた [ 松下 渡辺  1981:28] 。これらの背景には、内政の
充実を重視することによって総合的に安全保障を実現することを説く大平正芳内閣の総合




て了解した10 。 1972 年に横須賀の母港化に合意した際、 2 度目の外相のポストにあった
大平をはじめとする日本側は、トランジットとして受け入れた。その後、事前協議を適用
していない [ 森田 2010:265-266]。その一方で、大平には米国との適正な距離感を求める
側面もあった、という。軍事より外交を好んだ大平は、パワーポリティクスを重視する一
方で、結果より過程、部分より全体を重んじる性格であった [ 森田 2010:173-177]。そし
て、来る 1980 年代の保守政治の在り方を考えるために大平内閣は、 9 つのブレーン研究
会の 1 つとして、戦後の日本にふさわしい基本的外交戦略を研究する「総合安全保障」研
究会を発足させた。座長であった猪木正道と師弟関係にある高坂正堯を中心とし、報告書
を起草した [ 五百旗頭  2016:13] 。 








ある質の高い自衛力」というに留めている [ 佐道 2009:40-44]。そして、 3 点目として、




                                                   
9 「基調報告  非武装憲法と国連システム・討論（世界の中の日本の役割（国際シンポジ
ウム））」朝日新聞社『朝日ジャーナル』（ 1979 年 12 月 14 日号 ）。  
10 朝日新聞「核搭載船の日本寄港に大平外相『了解』 裏付ける米公文書」（ 1999 年 5
月 15 日 ）。  
11 東京大学東洋文化研究所「総合安全保障研究グループ報告書」
http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPSC/19800702.O1J.html
（ 2016 年 5 月 1 日閲覧）。  








（ 2 ）中央政府との止揚 
1979 年に再任後、長洲は「平和の享受者から、平和の創造者へ。平和創造のための、
多元的プログラムの一つが、民際外交」 [ 後藤 1997:102]である、と訴えた。あるいは、
月例談話で知事就任以降初めて「平和」について、受動的な享受者を超えて能動的に平和
を創造することの必要性を語った [ 長洲 1983:31-39] 。しかしながら、実際には、民際外
交と関連付けられた基地問題を巡り試練は多かった。 
知事選への立候補を決意した際、長洲は日米安全保障条約によって、日本の安全は守ら
れていることの虚構性を唱えていた [ 長洲  1975:58] 。これは、 1972 年に坂本義和が
「民際関係」に言及した際の、「冷戦とともに安保体制は虚妄」である、とした内容と同










1982 年 11 月に神奈川県で開催された地方自治体の国際交流をテーマとした第 5 回地
方の時代シンポジウムでは、「これからの地方自治体の国際交流に期待されている」事項
として、「自治体の反核平和外交 」、 「自治体の国際交流の市民化 」、 「自治体の人権外




                                                   
12 ただし、南北関係に着目した場合、 1989 年に日本は ODA 拠出額で世界一となった。
総合安全保障は、日本の ODA 拡大を支える論理として、生き続けた [ 佐藤 
2006:208-209] 。 
13 毎日新聞「米、核持ち込み寄港 ライシャワー元大使が証言」（ 1981 年 5 月 18 日 ）。  
14 朝日新聞「非核三原則と日米友好」（ 1981 年 6 月 12 日 ）。 日本労働組合総評議会
「日本の平和と民主主義―いまは戦後最大の危機（ 81.6.15 ）  （日本の平和と米国の核












（新しいかたちの日本 ）」 を創出することへの意欲があった [ 久保 2006:102]。基調講演
で、坂本義和は民際外交の意味付けを行った。すなわち、民際外交は、従来の「国と同じ
ことを行う」ことで中央政府を補完することに加え、「国と別なことをする 」、 「国に同
じことをさせる」という 3 つの特徴を持ち合わせる [ 坂本  1983:26-27]。最後の「国に同
じことをさせる」について、長洲は、地方自治体は非国家主体の一員にほかならず、決し
て不可能なことではない、とした [ 長洲 1983:363]。 






的な運動として注目された [ 阿利  1983:10] 。 
1984 年 4 月にマンチェスター市で開催された第 1 回非核自治体国際会議に神奈川県は
臨んだ [ 後藤 1997:103]。県議会は、同年 7 月に、県民からの要請を受けた後、長洲が内
容・形式について県議会各派と相談した上で提案した神奈川非核兵器県宣言を議決した
[ 長洲 1987:140]。宣言成立に前後して、 5 月に長洲は、マンスフィールド在日米大使を
訪問し、米太平洋艦隊への核巡航ミサイル・トマホーク配備の反対を伝えた際、改めて日




力を続けていく」と決意を表明した [ 長洲 1987:140-141]。しかしながら、 9 月に原子力
潜水艦インディアナポリスが横須賀に入港した際、核巡航ミサイル・トマホーク搭載の有
                                                   
15 朝日新聞「静かな環境へ全力 長洲一二神奈川県知事の話 厚木基地騒音訴訟に判決」
（ 1982 年 10 月 20 日）。  
16 朝日新聞「核トマホーク配備反対 神奈川県知事 米大使に申し入れ」（ 1984 年 5 月
24 日 ）。  





























交流研究会  2005: 88-97] 。 1980 年代に入ると、学界では、国家間の核軍備競争の対抗
として、主権者である民衆の自発的な参加に基づいた地方自治体による民際外交 [ 坂本 
1983:23-25] が提言された。これに平仄を合わせ、 1982 年の第 5 回地方の時代シンポジ
ウムでは、長洲は「国際活動の主体としての自治体」とともに、「民際外交の市民化」を
唱えていた [ 長洲 1983:360-361]。同趣旨を引き継ぎ、 1983 年に沖縄県で開催された地
方の時代シンポジウムでも、「まだ自治体主導型であり、本物にするには、やはり市民化
しなければならない」 [ 長洲  1984:19] と強調した。 
その後、 1990 年代には、市民外交・自治体間外交・国家間外交という棲み分けの性格
                                                   
17 朝日新聞「インディアナポリスが入港」（ 1984 年 10 月 1 日 ）。  

















第 2 章： 2000 年代―規範的理論とアイデア 
はじめに 
第 1 節 自治体平和政策という議題 
（ 1 ）自治体平和政策が議題となる理由 
（ 2 ）自治体平和政策が議題となる経緯 
第 2 節 自治体平和政策を巡る学説 
（ 1 ）政治学からのアプローチ 
（ 2 ）平和的生存権 
（ 3 ）対話型立法権分有説 
第 3 節 無防備地域条例制定運動の現状とアイデア再考 
（ 1 ）国民保護計画策定との比較における無防備地域条例制定運動 










無防備地域条例を制定しようとする運動が大阪市で現れたのは、 2004 年 4 月のことであ
る。 2005 年 2 月に有事法制の整備の一環として、捕虜の取り扱いに関する規定等を巡り
ジュネーヴ諸条約第 1 追加議定書が国内で発効する1 前後には、翻って同議定書の文民の
保護に関する無防備地域を盾にした無防備地域条例制定運動が全国で展開された2 。いず




















                                                   
1 朝日新聞「ジュネーヴ条約追加議定書、政府批准へ 捕虜の扱いなど規定」（ 2004 年
1 月 9 日 ）。  
2 2003 年 3 月に結成された「無防備地域宣言をめざす大阪市民の会」が 2004 年 4 月か
ら始めた無防備地域条例制定運動は、 2005 年末までに、枚方市、荒川区、藤沢市、西宮
市、大津市、高槻市、奈良市、品川区、京都市に拡大した。 
3 例えば、立法技術情報センター編『条例・規則の立案マニュアル ルーズリーフ 第 2
巻』 2591 頁、ぎょうせい。 
4 例えば、非戦のまち・くにたちの会を立ち上げた北原久嗣は「国民保護法は、戦争が起
きることを前提としている」 [ 北原 2006:221]とする。 




第 1 節 自治体平和政策という議題 




「外交関係について国会に報告する（第 72 条 ）」 ことと、条約の締結に当たって「事前

















（ 2 ）自治体平和政策が議題となる経緯 
日本国憲法制定当初から内務省では地方自治が軽視され、憲法学界では中央集権体制を
正当化する議論が主流であった [ 杉原 2011:2, 6] 。そして、戦後の日本の地方制度は、













画室が監修する『自治体国際化戦略データファイル』（ 1989 年、 1991 年）は、法律












させる契機となった [ 池尾  2011:92] 。 1997 年の「日米防衛協力のための指針」（ 97
「指針 」） を策定した後、第一次地方分権改革時の 1999 年 5 月に成立した「周辺事態に
際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律（平成 11 年法律第 60
号 ）」 （周辺事態法）は、日本周辺地域の有事に際し、米軍の軍事行動に対する後方支援
として、自衛隊だけでなく、地方自治体の協力を要求する。さらに、経済のグローバリゼ
ーションに対応すべく、地方分権一括法の制定に関連して 1999 年 7 月に改定された地方
自治関連法には、周辺事態法との関連性を考慮しつつ地方自治体に対して中央政府の安全
保障政策を強制できる条項を読み取ることができる [ 澤野 2011:227-231]。 
1999 年の地方分権一括法によってその結実をみた第一次地方分権改革の結果、 2000
年 4 月に施行された地方自治法第 1 条の 2 は、中央政府と地方自治体の役割を整理してい
る。中央政府は「国際社会における国家としての存立にかかわる事務」（同条 2 項）を担
う一方、地方自治体は「地域における行政」を担う存在として、位置付けられた [ 小林 
2006: 59-62, 渋谷  2008:32] 。すなわち、第 1 条では、中央政府と地方自治体との間の公
共事業に関するいわゆる補完性の原則として、外交と安全保障は中央政府の専管事項であ
ることが前提とされている [ 宮本  2015:22] 。無論、自治体平和政策を、直接規定せずと
も、「地方公共団体の健全な発達を保障」し（第 1 条 ）、 「住民の福祉の増進を図る」
（第 1 条の 2 、第 2 条 14 項）といった地方自治法の基本目的ないし原則を定める規定は、
                                                   
5 1980 年代に松下圭一は次のように述べた。 「『 地方自治法』には、国の専権をのべた
第 2 条 10 項をはじめとして、自治体外交の禁止規定はない。『地方自治法』制定当時、
自治体外交がはじまるとは誰も想定もしていなかったがために、肯定あるいは禁止の規定
をおかなかったことが、今日さいわいしているのである」 [ 松下 1988:269]。自治省の試
みは、その後の統制を招くきっかけをつくってしまったのかもしれない。 
6 自治大臣官房国際室長「自治体国際協力推進大綱の策定に関する指針について」
http://www.soumu.go.jp/kokusai/pdf/sonota_b2.pdf（ 2016 年 1 月 10 日閲覧 ）。  












するという、分権改革の理念に逆行することが行われている」 [ 島袋  2014:7]という評価
をされている。地方自治法が施行された後、 2001 年のテロ対策特別措置法に続き、
2003 年に有事関連 3 法7 、 2004 年に有事関連 3 法を具体化する事態対処法制8 が成立
した。これにより、有事法制は「一応の完成」をみる  [小林 渡名喜 2007:282-287]。そ
して、 2004 年 11 月の自民党憲法調査会「憲法改正草案大綱（たたき台）」、 2005 年
11 月 22 日の自民党「新憲法草案」における自主行政への閉じ込め、「地方自治の本旨」
の概念の矮小化は、まさにこの延長線上にある [ 大津  2013:42-43, 2015:2-6] 。「外交・
防衛は国の権限と称して、非核神戸方式（略）のような自治体の取り組みを潰す根拠とな










（ 1 ）政治学からのアプローチ 
松下圭一は、中央政府を主体とした安全保障を組み換えるテコとして、個人の自衛権に
着目した。松下は政治理論として、農業社会から工業社会への移行の過渡期において現出
した都市問題を解決する主体として「市民自治」を設定していた  [松下  1971:21-69]。仮
に、個人から信託された国民的自衛システムに信託違反が認められるとしよう。その場合、










動という意味で合憲的権利として捉えた [ 松下 1975:172-173]。政治の多元化と各組織・
政府レベルの重層化に基づく「分節政治」 [ 松下 1975:43-62]を背景に、同年代には、中
央政府のみならず地方自治体・市民による無防備地域宣言は可能である、と提起した [ 松





（ 2 ）平和的生存権 





保障していることを指摘した [ 星野  1962:20-23]。長沼ナイキ基地建設にともなう訴訟事
件を契機とし、平和的生存権は、 1970 年代から裁判所・法学界にて展開される [ 吉田 
2004:141-145] 。近年においても、自衛隊イラク派遣に関する 2008 年名古屋高裁や
2009 年岡山地裁で、平和的生存権の具体的権利性が容認された [ 澤野  2015:25] 。しか
しながら、平和的生存権を以て「国の権限に抵触する地方自治体の平和政策」という論理
を超克することはできない [ 吉田  1985a:180] 。したがって、 1980 年代に吉田善明は、
基本的人権に内在する平和的生存権を以て、自治体平和政策である無防備地域宣言10 とそ
の条例の制定を行うことの合憲性を追求した [ 吉田  1985b:17-35] 。これは、安全保障領
域の主体に関わる課題追及をいったん棚上げにしたものである [ 吉田 2007:420]。 
 





つ西ヨーロッパ諸都市間の国境を越えた交流の基底にある認識（ twinnings ）、 南北問題
の解決に向けた南北東西の自治体間協力にある認識（ CDI:Community-based 
Development Initiative ）が通念としてあった。それに次ぐのは、 1985 年に採択された、
                                                   
9 初出は、 1981 年に刊行された「都市型社会と防衛論争」『中央公論』 9 月号である。 
10 吉田は、同意の「非武装都市宣言」という言葉を使う。 




理」（第 4 条第 3 項）の概念である [ 多賀 2002:217-220]。カトリック教会の宗教原理を
前提とした「補完性の原理」は、個人の参加による地域民主主義の実現を通し社会を強固
にすることを目標とし、実現するための制度として、国と地方で分担すべき役割を再構築
した [ 岩崎  2009:18-19]。第 10 条では、「地方自治体の連合する権利（国内外の連合体
に所属する権利・他国の地方自治体と協力する権利 ）」 が条文化された11 。この条文化は、
あくまでも地方自治体が所属する国家の承認を基礎としている。しかしながら、国境地域
の地方自治体による幾多の越境協力の試みを経てたどり着いた実定法上の根拠規定はかつ






である、とした12 。あるいは、外務省は、 1992 年 5 月の鳥取県境港市と朝鮮民主主義人
民共和国江原道にある元山市との友好都市提携締結を首肯しなかった [Jain 2005:81] 。 
日本の法学界では、自治体国際活動の憲法上の根拠を巡り学説が対立する。ここに、第
3 のアイデアとして、国民主権原理と連邦制原理に基づき、外交権は国の専属ではなく、
地方自治体も含めて捉えるべきとする「自治体外交権論」 [ 大津  1992:11-14]が展開され
た。大津浩は、市民・団体・自治体・国家・国際機構の各レベルにおける外交の「重層化」






ロセス」を重視した「対話型立法権分有説」といいうる [ 大津 1993:88-90,94, 
1994:49-56, 2011:9-11] 。なお、当初より一定の具体的権限領域を地方自治体の専管事項
とすることは難しい [ 大津  2011:9]。 
                                                   
11 同様の趣旨は、 2000 年の国連特別総会第 1 回準備会合に提出された世界地方自治憲章
にもみられる。この中で、「補完性の原理（近接性の原理）」は第 4 条第 3 項に明記され、
さらに「地方自治体の連合する権利」は第 11 条・第 12 条に分割して強化しようとする
流れがあった [ 吉田 2003:119-120]。世界地方自治憲章は、 2001 年の米国と中国と途上
国諸国による反対のため、今日草案に留まる [ 廣田  2004: 3] 。 
12 朝日新聞「逆風の中、『権限移譲』提言 地方制度調査会答申」（ 1988 年 5 月 19












理論の下でも、自治体の国際的な活動は広範囲に可能である」とした [ 江橋 1988:192] 。
その後、外交の権限は国会に帰属することとともに、「政府の専権的な外交権」図式の崩
壊を指摘することで、発展をみた [ 江橋 1990:177-179] 。近年においても、吉田善明は固
有の自治体の自治権を基礎とする江橋説に立つ [ 吉田 2004:206] 。小林武はその吉田の主
張を妥当であるとしながら、憲法第 8 章とくに第 92 条と第 94 条に定礎された地方自治
法の解釈から自治体国際活動を定めるべきと述べつつ、非核神戸方式を、権力的手段を用







第 3 節 無防備地域条例制定運動の現状とアイデア再考 
（ 1 ）国民保護計画策定との比較における無防備地域条例制定運動 
周辺事態法は、関係機関の協力を確保する強制措置を盛り込んでいなかったが、 2004
年 6 月に成立した国民保護法は、住民の保護や避難誘導について地方自治体の役割と対処





ありながら、信頼醸成にとって全く無縁のものではない [ 片山 釼持 2003:158]。県政史
                                                   
13 非核神戸方式の詳細については、第 3 章で取り上げる。 
14 神戸新聞 「『 非核神戸』 30 年、自治体外交の可能性」（ 2005 年 9 月 2 日 ）。  
15 「米軍艦船の寄港承認は国の事務であって、管理者たる地方自治体とて関与はできない」
とする政府・与党見解の法的根拠の乏しさを、日米安全保障条約に基づく地域協定・憲
法・地方自治法・港湾法・港則法・関税法などの観点から指摘するのは、 [ 浦田1992: 
381-384]、 [ 浜川 1999: 2-3] 、 [ 森1999: 526]などであり、枚挙に暇がない。 
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といわれる [ 田中 2004:157]。むしろ、片山の取り組みは、危機管理・災害対応の経験に
起因しているといえよう。 2000 年 10 月に発生した鳥取県西部地震を、片山は、 1 年半
前から想定し、次長級の役職として「防災監」の設置や防災マニュアルの見直し、自衛隊
との連携、防災訓練などの質量的強化を図った [ 片山 2007:145, 田中 2004:152-156]。震
災を目の当たりにした直後には、中央政府の反対を押し切って、独自施策として住宅再建
支援策を打ち出した [ 片山 津久井 2007:39-57] 。ここには、「法令は万人が解釈できる
のであって、その解釈権を中央官庁が独占することなどあってはならない」 [ 片山
2007:177] という信念があった。 
全国に先駆け 2005 年 7 月に策定された鳥取県国民保護計画には、「はじめに」で「国
民保護法やその他の関連する法律とジュネーブ























隊が戦場において住民保護を課題としない事実を証明した以外の何物でもない [ 上原 
2006:4-5, 2007:94] 。すでに、 2003 年に有事関連 3 法が提案された時、国立市は、中央
政府に対し質問書を提出した。回答に満足しない国立市はさらに廃案を求める意見書の提
出に至った。その理由として、第 1 に「軍事的公共の名のもとの基本的人権の侵害 」、 第
2 に「国民の協力と指定公共機関の責務は、国民統制につながる危険性 」、 第 3 に「地方
自治の侵害」を挙げた [ 上原  2007:92] 。 
その国立市では、市民・職員・議員・学者・弁護士・市長による「戦争非協力自治体づ
くり研究会」が発足した。この研究会は、 2005 年 11 月に「国民保護法に基づく住民避
難シミュレーション―東京都国立市の場合―」を作成した。それによれば、次の 3 点が結
                                                   
16 鳥取県「国民保護計画」http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/517255/90zenhan.pdf









[ 戦争非協力自治体づくり研究会 2006:113]。 
②について 2006 年、「国立市平和都市条例（無防備平和条例 ）」 が議会に提案された。
条例は、最終的に否決され制定に至らなかった。その一方で、首長が全国で初めて同条例
に賛成し、法定数の 3.7 倍の人々が直接請求の署名活動に賛同した [ 上原  2007:4-10] 。
賛成した理由として上原は、砂川闘争があった 1950 年代以来住民や議会が平和運動を展
開した歴史があったこと、 1982 年に「国立市非核武装都市宣言」を行ったこと、さらに
2000 年の「国立市平和都市宣言」を挙げている [ 無防備地域宣言運動全国ネットワーク 
2007:28-31] 。なお、上原市政を引き継がない次期首長は 2011 年の初登庁時に、国民保
護計画を策定する方針を表明した17 。この後、東京都内で唯一策定していなかった国立市

















る」 [ 林  2006:20] 。上原からは、安全保障を巡り、平和的生存権の保障のための国民主
権、自治事務の拡大への意思を読み取ることができる。ただし、それらは国家主権の下に
おける「安全保障は中央政府の専管事項である」という通説の議論に留まり、安全保障領
                                                   
17 日本経済新聞「国民保護計画を国立市が策定へ 佐藤市長が表明」（ 2011 年 5 月 3
日 ）。  








（ 2 ）条約・憲法・条例の架橋 
無防備地域（Non-defended localities）には、国際人道法のうちの 1977 年に採択され






な法的争点は 2 点に大別されよう。 1 点が、無防備地域宣言の主体を巡る争点である。中
央政府のみならず、地方自治体が無防備地域宣言の主体になりえることは、既に積み重ね
られた先行研究によって、異論の余地がない [ 澤野  2006:96-104] 。もう 1 点は、無防備
地域宣言とジュネーヴ条約との理念に関する差異である。すなわち、無防備地域運動が戦
争そのものの是非を問う一方で、軍事的必要性と人道の原則の均衡装置としての性格を有





えた場合、武力行使の違法性を前提とした国連の集団安全保障構想と軌を一にする [ 小畑 




条の国際協調主義は、武力によらず 「『 平和を愛する諸国民（ peoples ）』 のネットワー
クの形成などを通じた総合的な形態」 [ 水島  2007:11] を指す。ゆえに、主権の維持を軍
事力によって企図する在来の常識に対し、人類主権の確立に向かう日本国憲法 [ 小林 
1982:16]は、平和的生存権の議論を中心に「人間の安全保障」と結合し、相乗効果の関係






（自治体法）とも連動の関係にある [ 松下 1996:199]18 。したがって、無防備地域条例制
定運動は、国際法は無論、憲法と排他的な関係にあるのではない。国際法からみれば、無



















央政府の安全の向上 / 犠牲＋地方自治体の人権の犠牲 / 向上」というゼロサムの発想に基











                                                   
18 初出は、 1994 年に刊行された『地方自治総合研究所ブックレット 自治体の基礎理論』
である。 




1970 年代における長洲の安全保障観・構成要素を扱った第 1 章と、 2000 年代におけ
る規範的理論・アイデアを扱った第 2 章が仮説として提示するところは、安全保障領域に
















































第 3 章： 1970 年代―非核神戸方式による国際環境の機能的変化  
はじめに 
第 1 節 天津市との友好都市提携に至る過程 
（ 1 ）貿易促進の希求と中国の反応 
（ 2 ）宮崎辰雄の訪中 
（ 3 ）友好都市提携の淵源 
第 2 節 非核神戸方式が成立する経緯 
（ 1 ）接収解除されない第 6 突堤 
（ 2 ）第 6 突堤の返還 
（ 3 ）非核神戸方式が生まれるきっかけ 
（ 4 ）宮崎の思想 
第 3 節 非核神戸方式に対する中央政府と米国の反応 
（ 1 ）非核神戸方式の波及と中央政府の見解の変遷 



















































妹都市」の 3 点 [ 金光  1984:70] を掲げた神戸市による国際交流の特徴を掴む。その事例
として、 1973 年に締結した天津市との友好都市提携に至るまでの過程を挙げたい。 
1969 年のダマンスキー島の領有権をめぐる中ソ国境紛争、 1971 年 7 月の米国の対中




（ 1 ）貿易促進の希求と中国の反応 









化と経済交流について、政経不可分の原則を強調した。例えば、中国は 1971 年 9 月 22
日に、北京を訪問した関西財界代表団に対し「経済交流の拡大は、国交回復が先決である」





                                                   
1 神戸市『神戸市総合基本計画』 1965 年、 64 頁。 
2 神戸新聞「対中国交回復急げ 神戸市会 貿易促進で要望決議」（ 1971 年 5 月 21
日 ）。  
3 神戸新聞「日中復交 夏ごろに兵庫県民会議 県民中心の組織に 産業交流など運動展
開」（ 1971 年 5 月 21 日 ）。  
4 神戸新聞 「『 まず国交回復を』 貿易正常化で中国側 関西財界代表団に表明」
（ 1971 年 9 月 23 日夕刊 ）。  







（ 2 ）宮崎辰雄の訪中 
1969 年の市長選で初当選した宮崎辰雄は、就任直後から「中国戦略」を進めた [ 神戸
新聞社編 1994:214]。その宮崎が、日中国交の早期正常化を訴えたのは、 1971 年からで
ある7 。 10 月 1 日には、神戸に入港中の中国貨物船を初めて訪問し、船長の于孝、政治
委員の高瑞基と会見し、国慶節の祝辞を述べるとともに日中友好促進を強調した8 。美濃
部亮吉東京都知事と周恩来首相との会談で、中国側が「佐藤内閣の下では、日中国交回復
はありえない」と初めて公式に表明したのは、この 1 か月後の 11 月 11 日である9 。 
1972 年 7 月に佐藤内閣に代わり田中角栄内閣が成立した。その後、 9 月 19 日の議会
で、社会党の平田辰男は会期中に訪中する宮崎に次のことを要望した。それは、宮崎の訪
中が「日中友好、日中国交回復のためにできるだけ役立つ」ように、ということであった。
平田の要望に対し、宮崎は、訪中について次の 3 点を補足した。 1 点目に、訪中の目的と
して、神戸港における中国との貿易量の低下という現状を踏まえた上で今後の貿易振興に
繋げることにある、とした。 2 点目に、訪中に至った経緯として、 1971 年の市議会によ
る「日中国交正常化ならびに日中貿易促進に関する要望決議」を尊重し、同年の秋頃から
密かに連係するように努めていた、とした。 3 点目に、訪中の目標として、上海市か天津
市のどちらかとの友好関係を結びたい、とした10 。 3 点目について、神戸市は中国との都
市提携を企画していた11 。 
1972 年 9 月 27 日に、宮崎は日中友好青少年水泳訪中団長として念願の訪中を果たし
た。 29 日に国交正常化を広州で迎えた宮崎は、 10 月 11 日の北京市人工体育館での周
との初めての会談で、上海市か天津市かどちらかとの都市提携を希望していることを表明
し、周は港湾づくりに取り組んでいる天津市との提携を提示した [ 宮崎  1985:160-162, 
1993:168-171] 。神戸市民は、この提示をどのように受け止めたのであろうか。 10 月
25 日の神戸新聞は、友好の橋渡しとして宮崎が希望したとされるケツギョの到来を心待
ちにする須磨水族館の様子を掲載した12 。人々は好意的に受け止めていた、といって差し
                                                   
6 朝日新聞「日中友好と国交回復 佐藤政府もうダメ 周首相、関西財界代表団に表明 
『一つの中国』表明 財界側 関西財界の訪中使節団」（ 1971 年 9 月 25 日夕刊 ）。  
7 神戸市市長室国際課編『都市提携のあゆみ』 1995 年、D-3頁。 
8 神戸新聞「宮崎さん中国船を訪問 神戸港で堅い握手」（ 1971 年 10 月 2 日 ）。  
9 朝日新聞「中国『佐藤政権は拒否』政府、手詰り状態に 保利氏、訪中希望の書簡周首
相に先月」（ 1971 年 11 月 11 日 ）。  
10 『昭和 47 年 9 月 神戸市会（第 3 回定例市会）会議録 第 6 巻 9 月 19 日（第 16
号 ）』 53-61 頁。 
11 神戸新聞「神戸―天津姉妹提携か 宮崎市長、周首相と会見」（ 1972 年 10 月 12 日
夕刊 ）。  
12 神戸新聞「中国からケツギョがおコシ入り 須磨水族館 友好の橋渡しに 年内にも具
体化 日本では“幻の魚”」 （ 1972 年 10 月 25 日 ）。  







問し事務レベルの折衝を終えた13 。その後、 6 月 24 日に天津市人民礼堂で天津市各界代








あったのだろうか。 1930 年代中盤に全国の 3 分の 1 を占めた神戸港における貿易量は、
1950 年には輸出入を合わせて全国の42%という高い割合を占めた。だが、 1950 年、
1960 年、 1970 年の対全国比の推移をみれば、輸出金額で46.7%→36.7%→23.3%、輸入
金額で37.2%→19.4%→11.7%であったように、低下の一途を辿っていた。これは、高度経
済成長期に起きた「神戸経済の地盤沈下」といわれる現象にほかならない [ 新修神戸市史
編集委員会編  1994:1029, 2003:440-445, 2014:385]。 
提携後、天津市との間では経済交流の色彩が強まり、双方の実益が生まれた。オイルシ
ョックの際は、天津市当局より、ノートや冷凍海産物を緊急輸入し、安価に市民に提供し
た。神戸市は港湾整備の協力を行った [ 宮崎 1993:170-171]。 1970 年度の統計で、輸出
入合わせて 53 万トンであった神戸港の対中貿易量は、 1989 年度に 341万トンにまで拡
大した [ 神戸新聞社編 1994:215]。 
宮崎は、友好都市提携を結んだ理由として、提携後の 1973 年に「単に貿易をふやした
い気持」ではなく、「お隣りの中国と一日も早く仲良くしなければならないという素朴な







                                                   
13 神戸新聞「神戸市 天津 大衆集会で正式提携 市友好訪中団が帰国、記者会見」
（ 1973 年 6 月 17 日 ）。  
14 神戸新聞「神戸―天津友好都市 華やかに提携式 宣言読み上げ市旗交換」（ 1973 年
6 月 25 日 ）。  
































『他の自治体より先に行動』に変貌し、自治体対外交流の自主性を見せてきた」 [ 孫 
2013:84-85] という。 
本節からは、孫がいう「自主性」の淵源にあったものとして、次のようにいえよう。神
                                                   
16 『昭和 49 年 2 月 神戸市会（第 1 回定例市会）会議録 第 1 巻 3 月 6 日（第 2 号 ）』
104頁。 
17 『昭和 49 年 7 月 神戸市会（第 1 回臨時市会）会議録 第 3 巻 7 月 18 日（第 10
号 ）』 21-32 頁。 
18 神戸新聞「 8 年目の報告書― 6 ― セールスマン 市民外交も計算高く」（ 1977 年 5
月 29 日 ）。  











第 2 節 非核神戸方式が成立する経緯 
戦後初めての市議会における市長就任挨拶で、中井一夫は神戸市を「我ガ国ノ表玄関、
東洋第一ノ大港都」と表現した [ 高寄  1977:69] 。時を経て、 1975 年の調査では、「神
戸市民として一番誇りに思うこと」に対する回答として、「国際港」（神戸港）が、
32.7%と最も多かった19 。神戸経済にとって、神戸港は密接不可分の関係にある [ 財団法
人神戸都市問題研究所 1985:133]。市民の生活に根付く神戸港の管理運営を神戸市が担う





（ 1 ）接収解除されない第 6 突堤 
占領軍の覚書に端を発し、 1950 年 5 月に港湾法が施行された。占領軍の狙いは、中央
集権的港湾行政を改めることにあった [ 小林  1999:87] 。これにより、港湾管理は国営か
ら公営または地方営へと移管した。神戸市は、神戸港の管理者を巡って兵庫県との対立を
経た後の 1951 年 4 月に、神戸国際港都建設法の施行とともに特別重要港湾としての指定
を受けていた神戸港の管理者となった。 
その一方で、占領軍に接収されていた神戸港の主要設備の解除は、 1946 年に返還され
た兵庫突堤と 1947 年に返還された中突堤を除き、 1951 年 9 月のサンフランシスコでの
対日講和条約調印を待たなければならなかった。朝鮮戦争の中にあった 1950 年 7 月に、
大阪府に所在した信太山キャンプと滋賀県に所在した大津キャンプの部隊が、神戸を経由
して釜山に移動したことから分かるように、神戸港は米軍の出撃拠点であった [ 三味 
1999:26-27] 。市長であった原口忠次郎は、米国の対日講和特使のジョン・フォスター・
ダレスが神戸港を視察した際、米軍に接収されていた突堤地帯の早期解除の直訴を行った。
この直訴を契機とし、 1952 年のメリケン波止場（国際波止場）、第 4 突堤の接収解除を
皮切りに返還が行われた。 1959 年には、最後に残された第 6 突堤の大半が接収解除され
た [ 新修神戸市史編集委員会編  1994:954-960, 2005:295-296, 2014:383-384] 。第 6 突堤
には、その後も日本人の立入禁止区域があり、米軍が自由使用していた。 
                                                   






（ 2 ）第 6 突堤の返還 
ベトナム戦争時、米艦船の後方支援の拠点の 1 つであったのは、神戸港である。 1962
年から 66 年の間で、空母 12 、巡洋艦 5 、駆逐艦 60 、潜水艦 12 、輸送艦 180隻が入
港した。この数字には、ベトナム向け軍需物資の積み出しと併せ、ヘリコプター修理のた
めの入港なども含まれている [ 原水爆禁止兵庫県協議会  2005:27] 。 
1961 年 12 月 24 日から 25 日にかけての神戸新聞には「これで 5 回目の献血 米空
母の水兵さんたち」や「水兵さんがサンタ役」といった米兵と市民との交流に関する記事
がある。その一方で、 24 日には港湾労働者らが「米兵のいない静かなクリスマスを」と




ある。 1963 年 1 月 9 日のライシャワーからの申し入れをきっかけに、日本政府は、核兵
器を持たぬ原子力潜水艦の寄港は受け入れてもよい、との基本方針で米国と折衝を進めて
いた。その中で 3 月 3 日には、横須賀・佐世保のほか、神戸でも原子力潜水艦寄港反対集
会が開催された20 。 6 月 23 日には米原子力潜水艦寄港に反対する全関西神戸港大集会が
開催され、 2 万人が参加した21 。 3 万人が参加した 1968 年のメーデーでは、 3 つのサブ
スローガンのうちの 1 つとして「伊丹空港とともに神戸港の軍事使用の反対」を挙げた22 。




1968 年 12 月 20 日、内閣総理大臣・外務大臣・運輸大臣宛ての「神戸港第 6 突堤の返
還に関する意見書」が可決した24 。これは、日本政府が米国に対し第 6 突堤の早期返還を
折衝することを、要望したものである。この意見書の中にある通り、要望の基底には、返
還後、「国際貿易港としての機能が十分発揮」することへの期待があった。 
                                                   
20 神戸新聞「原子力潜水艦寄港反対集会 神戸などで」（ 1963 年 3 月 4 日）。  
21 神戸新聞「米原子力潜水艦寄港反対 きょう神戸港大集会 近畿から 2 万人、陸海デモ」
（ 1963 年 6 月 23 日 ）、 神戸新聞「第 7 艦隊の前で海上デモ 原子力潜水艦寄港反対」
（ 1963 年 6 月 23 日 ）。  
22 神戸新聞 「“ 値上げ”へ怒りのメーデー 親子ぐるみで歌声 同盟系は“福引き”も」
（ 1968 年 5 月 1 日夕刊）。  
23 『第 58 回 国会 参議院予算委員会会議録第 12 号 昭和 43 年 4 月 3 日』 26 頁。 
24 『昭和 43 年 11 月 神戸市会（第 4 回定例市会）会議録 第 7 巻 12 月 20 日（第
21 号 ）』 137-146頁。 





その後、第 6 突堤の返還が実現したのは、 1969 年 8 月 18 日である25 。ただし、
「 48 時間前通告で米軍の優先使用」という条件が残った。この条件が解消され、全面返
還に至ったのは、 1974 年 5 月 31 日である [ 原水爆禁止兵庫県協議会  2005:9, 16, 30] 。
全面返還の背景で、 1973 年に宮崎市政が誕生した際、第 6 突堤返還のための政策協定を
結んでいた [ 佐藤光雄  1987:74] という。 
 
（ 3 ）非核神戸方式が生まれるきっかけ 





会議・住民組織などによる中央政府・関係機関に対する抗議が行われた27 。宮崎は、 9 月
18 日に浅井正一市議会議長とともに上京し、武安義光科学技術庁事務次官はじめ運輸省、
内閣官房、原子力船開発事業団に再び反対を申し入れた28 。神戸市議会では 9 月 24 日に
「神戸市民をはじめ大阪湾沿岸住民は、原子力船の安全性について不安にかられ、『むつ』
の神戸港入港にこぞって反対をしている」とした「原子力船『むつ』の神戸港入港反対に










                                                   
25 神戸新聞 「“ ミナトの戦後”ようやくピリオド 『 6 突』市民の手にかえる さっそく
2 隻が接岸 いたみひどいW上屋 市が近く改修」（ 1969 年 8 月 19 日 ）。  
26 朝日新聞「受け入れできぬ 神戸市が表明」（ 1974 年 9 月 15 日 ）。  
27 朝日新聞「総ぐるみ拒絶 神戸 抗議の打電・演説 市長も国に再考要求」（ 1974 年
9 月 16 日 ）。 読売新聞「神戸でも反対強まる 兵庫漁連が調査団 原子力船むつ問題」
（ 1974 年 9 月 17 日 ）。  
28 読売新聞「神戸市長らも陳情 原子力船むつ問題」（ 1974 年 9 月 18 日夕刊 ）。  
29 『昭和 49 年 9 月 神戸市会（第 3 回定例市会）会議録 第 4 巻 9 月 24 日（第 12
号 ）』 24-26 頁。 
30 『昭和 49 年 9 月 神戸市会（第 3 回定例市会）会議録 第 4 巻 9 月 27 日（第 13





すようなことはしない、と証言した31 。ラロックが証言を行った理由として、以下の 2 つ















当時の議会の勢力は、自民党 26 人、社会党 12 人、共産党 10 人、公明党 11 人、民
社党 6 人、無所属 1 人であった。市議会は公明党を含めて与党多数であったが、その公明







1975 年 3 月 18 日に神戸市議会は「核兵器を積載した艦艇の神戸港入港を一切拒否す
るものである」とした「核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議」を全会一致で可
                                                   
31 朝日新聞「日本へも米の核積載艦 退役海軍少将が証言 米議会委公表 『撤去寄港あ
りえぬ』 三原則からみ 国内論争に火」（ 1974 年 10 月 7 日 ）。  
32 ラロック・ジーン・R. 関寛治「朝鮮半島で核戦争が起こったとき非核三原則を堅持す
るなら米軍の在日基地使用は否定される（ラロック 日本で再び証言 < 特集 > ）」 朝日新
聞社『朝日ジャーナル』（ 1975 年 8 月 15 日号）、 6 頁。 
33 『昭和 49 年 9 月 神戸市会（第 3 回定例市会）会議録 第 4 巻 10 月 8 日（第 14
号 ）』 196-205頁。 
34 朝日新聞「米艦拒否の動き広がる 入港見合わせよ 横須賀市長と神奈川県知事 佐世
保・神戸も反対表明」（ 1974 年 10 月 9 日 ）。  
35 朝日新聞「広島原爆投下 66 年 非核へ、あす署名活動 『神戸方式』の堅持も 元町 
／兵庫県」（ 2011 年 8 月 5 日 ）。  











れたのであろうか。これについては、 2 点の説があるといえよう。 1 点が、インタビュー
で宮崎自身が語った説である。宮崎によれば、 1974 年 10 月の宮崎の答弁を受け、神戸
市港湾局が、具体的な外国軍艦の神戸港入港手続き（非核証明書の請求）を発案していっ
た38 という。もう 1 点が、 1975 年 3 月の決議をきっかけに、その具体化を迫られた結果、






述べていた。実際に、宮崎が市長に就いた 5 期 20 年の中で59.0％と最も投票率が高かっ













                                                   
36 『昭和 50 年 2 月 神戸市会（第 1 回定例市会）会議録 第 1 巻 3 月 18 日（第 4
号 ）』 230-235頁。 
37 神戸新聞「波立つ港 問われる非核神戸方式⑤ 動揺」（ 1999 年 3 月 27 日 ）。  
38 岡崎維徳「 " 商売 " するのに核は要りません〔神戸市長宮崎辰雄氏に聞く〕（非核太平
洋への試練 < 特集 > ）」 毎日新聞社『エコノミスト』（ 1986 年 5 月 27 日号 ）、 53 頁。 
39 朝日新聞「国と対立のまま各港に波紋 非核・神戸方式から 15 年」（ 1990 年 3 月









略すべきではない」と演説を行ったことをきっかけに、退学に追い込まれた [ 河本 
1968:11-12] 。これに対し、河上肇やマルクスに傾倒し、リベラルな校風を誇りにしてい
た宮崎は、「河本を救え」としたビラをばらまき、治安警察法違反で留置された。出所後、
学校に宮崎の籍はなかった [ 山口  1990:6-8]。この一連の事件を振り返り、宮崎は、最善
と信じた選択をしたことに悔いなし、と述べた [ 宮崎  1985:37] 。あるいは、結果を考え





着した [ 新修神戸市史編集委員会編  1994:1031-1033] 。原口市政の下で助役を務めた宮
崎は、後継者としてバトンタッチを受け 1969 年に初当選した。 1 期目の宮崎は、自民
党・民社党の推薦を受けていたことにより、旧 6 大都市で唯一の「保守のトリデ」とみな
された。 1973 年 10 月に、 2 期目の選挙が、同年 4 月に行われた名古屋市長選で 3 選を
目指す保守系現職が革新系新顔に敗北するなど押し寄せる革新の波の中で、実施された。
「市民党」の立場を標榜したい宮崎は、出馬に際し 6 月に、「日米安全保障条約の廃棄、











                                                   
40 朝日新聞「大都市行政革新化へ拍車 神戸市長、自民と“絶縁” 次期市長選 神戸市
長、革新候補で出馬へ 神戸市長選」（ 1973 年 6 月 9 日 ）。  
41 神戸新聞「変身？脱皮？宮崎さん 神戸市長選ウラとオモテ」（ 1973 年 6 月 17 日 ）。  
42 朝日新聞「全野党共闘が成立 協定、きょう調印 神戸市長選」（ 1973 年 8 月 11
日 ）。  





「自治体の〈独立自尊化〉」 [ 佐藤 2014:321]である。具体的にいえば、目的として都市
社会主義を目指し、手段として都市資本主義を駆使する宮崎の都市経営 [ 高寄  1992:12]
には、革新性と保守性が同居していた、といえる。実際に宮崎は、革新市長会のメンバー
ではあったが、イデオロギーを苦手とし、地方行政で政治色を強く打ち出すことに疑問を
抱いた43 。このため、宮崎は、実務家市長と表現されることが多い44 。 
革新共闘の御輿に乗った 2 期目の宮崎は、当初「大同小異」45 を唱えていたが、 1976
年に出版されたエッセイでは「地位を保つために」と題し「自己の地位を保つためには、
あえて口をとざしたり、心ならずも相手に同調しなければならないこともあろう。悲しい




がある。神戸市は 1975 年 9 月 28 日に、神戸港への核燃料プルトニウム運搬船の寄港・
荷揚げを拒否した。これは、美浜原子力発電所向けのプルトニウムとして、三菱商事が米










                                                   
43 神戸新聞「聞き書き 決断の 20 年 宮崎前神戸市長の回想⑧ イデオロギーよりテク
ノロジー」（ 1990 年 7 月 6 日 ）。  
44 神戸新聞「 8 年目の報告書― 10 ― 語録 仕事が趣味の“能史〔原文ママ〕”」
（ 1977 年 6 月 3 日 ）。  
45 朝日新聞 「『 国の政策もう限界』 宮崎神戸市長、革新転向で語る」（ 1973 年 6 月
11 日 ）。  
46 1986 年 3 月にノンフィクション作家の内藤国夫が行ったインタビューにて（神戸市
『宮崎辰雄神戸市長対談集』 1989 年 ）。  
47 読売新聞「神戸港核燃料拒否」（ 1975 年 9 月 29 日 ）。  
48 『昭和 50 年 11 月 神戸市会（第 4 回定例市会）会議録 第 5 巻 12 月 2 日（第
18 号 ）』 77-93 頁。 
49 岡崎維徳「 " 商売 " するのに核は要りません〔神戸市長宮崎辰雄氏に聞く〕（非核太平

























するものではない [ 高寄 1993:21-27]。都市経営に、非核神戸方式を導入するに至った宮
崎の思想が読み取れる。 












                                                   
50 朝日新聞「国と対立のまま各港に波紋 非核・神戸方式から 15 年」（ 1990 年 3 月
27 日 ）。  























第 3 節 非核神戸方式に対する中央政府と米国の反応 
（ 1 ）非核神戸方式の波及と中央政府の見解の変遷 
決議当時の中央政府は、非核神戸方式に柔軟性を示していた。宮崎が市議会でラロック
証言についての所感を述べた 1 か月後の 1974 年 11 月に、運輸省港湾局長の竹内良夫は、
従来の米軍艦船と港湾管理者との関係を踏襲する形で、港湾施設を米艦船が使用する場合、





ライシャワー発言54 が成された翌日の 1981 年 5 月 19 日に、外務大臣の園田直は、寄
港や領海通過は「核持ち込み」に含まれ日米安全保障条約の事前協議の対象となる、非核
                                                   
51 『第 73 回 国会閉会後 参議院運輸委員会会議録第 4 号 昭和 49 年 11 月 7 日』
28 頁。 
52 神戸新聞「神戸への対応 生ぬるかった 高村外相 非核証明書で不適切認める」
（ 1999 年 3 月 16 日 ）。  
53 神戸新聞「波立つ港 問われる非核神戸方式⑤ 動揺」（ 1999 年 3 月 27 日 ）。  
















館市が挙げられる。非核神戸方式の採用の検討を行っていた函館市は、 1984 年 5 月と
1986 年 7 月に外務省との間で確認した事項を、公表した。それによると、外務省は「自
治省、運輸省、法制局とも協議の上一定の見解のもとに神戸市に申し入れたい」と表明し
た、という [ 末浪  1987:73-74]。 1986 年 10 月には、中曽根が、国防や外交は中央政府
の専管的な所掌事項である、と答弁した58 。 1987 年 5 月には、函館市長の問い合わせに
対し、非核証明書を米軍艦船に求めることは許されないと、外務省北米安全保障課長名で












（ 2 ）米国の見解と非核神戸方式の効力 
                                                   
55 朝日新聞「非核三原則変えず 外相言明『元首相らに事情聞く 』」 （ 1981 年 5 月 19
日 ）。  
56 『第 94 回 国会 衆議院会議録第 27 号 昭和 56 年 5 月 22 日』 956頁。 
57 『第 101回 国会 参議院予算委員会会議録第 6 号 昭和 59 年 3 月 17 日』 4-6 頁。 
58 『第 107回 国会 衆議院予算委員会会議録第 1 号 昭和 61 年 10 月 3 日』 43 頁。 
59 朝日新聞「国と対立のまま各港に波紋 非核・神戸方式から 15 年」（ 1990 年 3 月
27 日 ）。  






1999 年 11 月に、トーマス・ S・フォーリー駐日米大使が、在任中に海軍の艦船が神戸




官が求めた理由として、次の 2 点を挙げることができよう。 1 点目が、非核神戸方式が他
の地方自治体に波及することへの懸念である。 2 点目が、軍事的に神戸港は必要不可欠な
港である、という事実である61 。原水爆禁止兵庫県協議会の梶本修史は、非核神戸方式に












国に対する日本国民の疑い―が生じる、としている [ 新原  2011:141-142, 148-149] 。宮
崎の述懐や報告書から、米国は「トランジットの慣行」を公然と暴露する可能性がある非
核神戸方式に対し、決議当時から危惧を示していたことが推測できる。 
決議以前は、神戸港への米国艦船の入港は多かった。 1962 年から 1974 年までに一般
港への入港回数は 211 回であった。そのうち、神戸港への入港回数は 112 回であり、全体
の 53 ％を占めていた。この数字は決議によって一変する。決議後の 1975 年から 2005
年までの一般港への入港は、合計で 587回であったが、神戸港へは 1 隻も入港していない
[ 原水爆禁止兵庫県協議会  2005:17] 。決議から 40 年を迎えた 2015 年時点で「米艦船
の入港ゼロ」は継続している63 。非核神戸方式が、核抑止力の側面から NCND 政策を執
                                                   
60 神戸新聞「有事法制と神戸港 揺らぐ『非核神戸方式』 規模、水深修理能力…『安全
保障上欠かせぬ』 各方面から圧力 拠り所は世論」（ 2000 年 6 月 12 日 ）。  
61 神戸新聞「波高し非核神戸方式 『見直し論』静かに浮上政党や市民団体 反発必至 
財界『競争に足かせ不要』」 （ 2000 年 2 月 18 日 ）。  
62 岡崎維徳「 " 商売 " するのに核は要りません〔神戸市長宮崎辰雄氏に聞く〕（非核太平
洋への試練 < 特集 > ）」 毎日新聞社『エコノミスト』（ 1986 年 5 月 27 日号 ）、 53 頁。 





































                                                                                                                                                     
17 日 ）。  
64 毎日新聞「クローズアップ 2005 ：『神戸方式』決議 30 年 非核の港、波風高く」
（ 2005 年 3 月 19 日 ）。  
65 朝日新聞「 NZ 非核法制定を米が非難」（ 1987 年 6 月 5 日 ）。  
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第 4 章： 1980 年代―非核自治体宣言が提示した争点志向型の連携 
はじめに 




第 1 節では、 1950 年代以来の日本の非核宣言自治体の動向を概観し、次のことを確認
する。 1 つは、非核宣言自治体は、自治体国際活動として、国際環境に機能的変化を与え
ていない、という点である。もう 1 つは、非核宣言自治体が 1980 年代に急増した事実で

















                                                   
1 本章では、 [ 道場 2013:249-250]に倣い、「原水禁運動」という呼称を、反核平和運動
を示す固有名詞として用いる。主として、原水爆禁止日本協議会（日本原水協 ）、 原水爆

















た非核自治体宣言もある [ 西田編 1985:209-226]。したがって、非核宣言自治体を定義す
れば、非核自治体宣言によって、①行政区域内（上空・水域を含む）を非核化することを
明確に意思表示し、それを実現している地方自治体、②国策等によって実現していないが、




なる [ 浦田 1992:374-375]。反核兵器政策を柱としながら、実現・目標・要求という 3 点
の志向性を持つ非核宣言自治体の評価を次に捉えてみたい。 
非核自治体宣言は、政治的な宣言であり法的拘束力を有しない。この非核自治体宣言を
行った非核宣言自治体への評価は、 2 点に大別できよう。 1 点目として、非核自治体宣言
に基づく施策を巡る評価である。施策の効果を問う場合、様々な指標がある。ここでは、
住民活動の推進・平和意識の向上という 2 つの指標からみてみたい。まず、住民活動の推
進についてである。平和の文化をきずく会（事務局長 瀧口優）が 2009 年 7 月に、全国
の市と東京 23 区を対象に行った調査（回答数 300）によると、およそ70%の地方自治体
が戦争や平和に関する展示や講演会を行う。平和教育の推進についても、63.3%の地方自
治体が取り組む。その一方で、住民による平和への取り組みへの支援については、47.7%
と半数を割る3 。次に、平和意識の向上についてである。第 2 章で記述したように、国立
市では、無防備平和条例の制定を巡り、首長が全国で初めて同条例に賛成し、法定数の
3.7 倍の人々が直接請求の署名活動に賛同した。その国立市でも 2008 年の調査で、
2000 年に行われた国立市平和都市宣言を「知らない」と回答した人は61.0%、過去 1 年
間で市や団体が実施している平和事業やイベントに参加したことが「ない」と答えた人は






は「非核宣言」を行っている地方自治体が回答数の 4 分の 3 を占めていることが分かる5 。
                                                   
3 平和の文化をきずく会『平和の文化をめざす「国際 10 年」自治体アンケートのまとめ
（ 2009 年 11 月 15 日）』 3-6 頁。 
4 国立市『国立市市民意識調査結果報告書（平成 20 年 7 月 ）』 44-45 頁。 
















反映したものと思われる。これ以降から 1970 年代以前の宣言数は 13 と多くない。
1962 年のキューバ危機や 1974 年のラロック証言など、宣言に繋がる契機はあったが、
その機運は停滞していたことが読み取れる。 1990 年代以降についていえば、被爆から
50 年目の 1995 年度をはじめ、 2000 年度・ 2005 年度・ 2010 年度など、節目に当た
る年度は、増加している。加えて、 2004 年度以降から 2006 年度までの伸びは、旧来の
非核宣言自治体が、「平成の合併」により新たな市町村として誕生したことと相関してい
ると思われる。合併件数は、 1999 年度から 2002 年度までに 12 であったが、 2005 年
度の 325をピークに、 2003 年度の 30 、 2004 年度の 215、 2006 年度の 12 である7 。
非核宣言自治体数は、 1 年度遅れて、合併件数の変遷と同じ傾向を辿っているといえよう。
それでは、なぜ、 1980 年代の中でも、特に 1981 年度から 1985 年度にかけて、地方自
治体は非核自治体宣言を行ったのであろうか。次節では、まず、 1950 年代から 1970 年
代までに非核宣言自治体数が伸長しなかった理由を見ておきたい。 
 
                                                                                                                                                     
（ 2009 年 11 月 15 日）』 2-3 頁。 
6 日本非核宣言自治体協議会「非核自治体宣言マップ」
http://www.nucfreejapan.com/map/map.htm（ 2017 年 1 月 8 日閲覧 ）。  
7 総務省「年度別合併件数」 http://www.soumu.go.jp/main_content/000283314.pdf
（ 2017 年 1 月 8 日閲覧）。  





出所 : 日本非核宣言自治体協議会「非核宣言自治体一覧」データ（ 2017 年 1 月 8 日提供）
より作成。 
 
第 2 節 1970 年代以前の非核宣言自治体 
（ 1 ）原水禁運動の分裂 
1970 年代以前の保守系の地方自治体は、中央政府から地域便益を獲得することを最優
先すべき事項とした。そのため、反核平和運動に関わろうとしなかった [Jain 2005:145] 。
その一方で、 1950 年代後半は、基礎自治体レベルで原水禁運動の組織化があった。
1955 年 8 月 6 日、広島で開幕した第 1 回原水爆禁止世界大会には、 11 か国の 50 余人
のほか、都道府県と団体の代表約 5,000 人が参加した。だが、日米安全保障条約の改定を
巡る対立が原水禁運動に持ち込まれた際、 1959 年の原水爆禁止世界大会の大会開催地で
あった広島県議会は、補助金の支出を否決した8 。これに続き、自民党の 7 役会議は、次
の行動を執るように党県連に呼び掛けた9 それは、地方自治体に対し、運動に補助金を出
さないことを促す、という行動を指す。 





                                                   
8 朝日新聞「 1959 年、原水禁世界大会（戦後 50 年・社会部記者は見た）」 （ 1994 年
12 月 4 日 ）。  
9 朝日新聞「原水爆反対運動と安保改定 社説」（ 1959 年 7 月 24 日 ）。  
5

































































































































































































































































































きた [ 道場  2013: 249] 。その一方で、原水禁運動は、冷戦構造を反映した国内政党力学
に強く規定されてきた。国内政党力学とは、自民党政権との対立という側面と野党勢力内
における対立という側面を指す。これを振り返る場合、 1960 年代の内部闘争と分裂とい









リー（ Jean Frédéric Joliot-Curie ）である。社会主義平和勢力論に依拠した運動であり
ながら「西」にも跨った世評は、各国に平和委員会を組織したが、次第に社会主義国の平
和委員会の影響が増した [ 和田  2014:31-34]。その理由として、米国との力の差に直面し
たソ連の戦略的意図を挙げることができよう。米国に原爆を使わせないため、ソ連は対外
的に原爆の非人道的性格・使用禁止を強調した。具体的にいえば、ソ連および各国共産党
は、ストックホルム・アピールを大体的に支援し、米国の手を縛った [ 小林  1967:129, 
131]。 
米国に遅れること 9 か月、ソ連は 1953 年に水爆実験を、 1957 年に人工衛星スプート
ニクの打ち上げを成功した。ソ連のこれらの成功は、大陸間弾道ミサイル（ ICBM）によ
る国防戦略の成立を意味した。崩れる米国の核優位は、米国の正気の核政策を求める全国
委員会（SANE ）、 英国の核軍縮運動（ CND ）、 平和のためのストライキを主張する米
国の女性たち（ WSP ）、 英国の百人委員会などの反核平和運動を生んだ [ カルドア 
1999:344-345] 。日本ではビキニ水爆被災事件を契機として、「ストックホルム・アピー
ル」署名運動を助走とし、 1954 年に安井郁らによる水爆禁止署名運動杉並協議会の結
成・杉並アピールの発表を経た原水爆禁止署名運動が芽吹き、展開された [ 丸浜 
2011:122, 274-335] 。その思想は「あらゆる立場と党派の人々が、原水爆の脅威から生命
と幸福を守ろうという一点で結びつく」 [ 安井  1955:78] にほかならない。その系譜の下、
                                                   
10 三鷹市『三鷹を考える基礎用語事典 2010 「市政概要」（第 4 版 ）』 88 頁。 




1955 年に第 1 回原水爆禁止世界大会が開催された後、原水爆禁止日本協議会（日本原水
協）が発足した。 









「 3 回、 4 回と回をかさねるにしたがって、原水禁運動はしだいに民衆からも被爆者
からも遊離し、本来的なヒューマニズムから遠のき、大衆不在、被爆者不在の運動に
堕していった。それは、平和運動というよりむしろ政党運動であり、イデオロギー闘




原水禁運動への批判の原因となった [ 宇吹 1985:115-116] 。 1959 年の第 5 回世界大会で
安全保障条約改定反対の立場を打ち出した日本原水協から、保守派や市民団体が脱退した。
政界では、日米安全保障条約の改定を巡り「廃棄」ではなく「対案」を出すことを主唱し






                                                   
11 各国の主権と軍備を制限し、強制力を持つ世界法の下に世界機構をつくり、その上で、
戦争を廃絶することを目的とし、 1948 年に結成された。日本における思想の系譜は、幕
末から明治にかけての自由民権論に遡る [ 田中 1974:25-28, 152-163] 。世界連邦推進日本
協議会（会長・海部俊樹元首相）の構成団体として、世界連邦建設同盟（現「世界連邦運
動協会 」） のほか、世界連邦宣言自治体全国協議会がある。世界連邦宣言自治体全国協議
会の加盟都市数は、 2013 年時点で 60 （全自治体数の 3.3% ）である。世界連邦宣言自
治体全国協議会「概要」 http://www.wfdeclarelg.org/concept.html （ 2017 年 1 月 15 日
閲覧 ）。  
12 朝日新聞 「『 民主社会党』発足す 党首に西尾氏選出 反共、議会主義めざす」
（ 1960 年 1 月 24 日 ）。  




禁）が結成されたのは、 1965 年である14 。 
原水禁運動は、非政治的な、保守層を含む国民運動を源流とした。目的・方針の一貫性
























条件をそなえていないことによる」 [ 鶴見  1968] 。 
 
その一方で、原水禁運動以外の担い手は、原爆被害に係る課題についての運動を展開し
た。例えば、 1960 年代後半から 70 年代にかけての原水爆被災白書運動、原爆ドーム保
存運動、第 5 福竜丸保存運動を担ったのは、マスコミや大学人に加え、地方自治体にほか
ならない [ 宇吹 1985:117-122] 。 
原爆被害問題がクローズアップされてきた時期は、公害補償を求める住民運動が各地で
起こった時期でもある [ 鎌田  1989:41] 。「公害」という言葉を普及したとされる 1964
                                                   
14 読売新聞 「『 原水禁』を結成 社党、総評系」（ 1965 年 2 月 1 日 ）。  









を要求する国民運動をおこそうではないか」 [ 庄司  宮本 1964:199] 。 
 
公害補償を求める住民運動は、原爆被害に係る運動を想起させたといえよう。 
1962 年の第 8 回世界大会で離脱した地域婦人団体連合会（地婦連）と日本青年団協議
会（日青協 ）、 そして日本生活協同組合連合会（日生協 ）、 宗教 NGO 、日本原水爆被害
者団体協議会（日本被団協）の「市民 5 団体」が仲介役を務め、 1977 年から 1985 年ま
で統一世界大会が開かれた。統一の機運を高めた契機は、第 1 回国連軍縮特別総会の開催
の決定であった [ 和田 1997:156]。その統一世界大会の出発点となった 1976 年 12 月の
共産党と総評との合意事項は、共通点として「国民的課題になっている核兵器全面禁止・





れたといえよう。具体的には、 1978 年に開催された第 1 回国連軍縮特別総会、そして
1982 年 6 月 7 日から 7 月 10 日に開催された第 2 回国連軍縮特別総会に向け、署名運動
を行った。そして、それぞれ 1800 万人、 2370 万人の署名が集まったのである。これと




第 3 節 非核宣言自治体が増加した理由 
（ 1 ）核競争と日米関係 
当初、ソ連に対し米国の核戦略は優位に立っていた。ソ連による核戦略の整備の結果、









出所 : Robert S. Norris and Hans M. Kristensen,2006. “Nuclear Notebook:Global 
Nuclear Stockpiles 1945-2006,” Bulletin of Atomic Scientists(July/August 2006), p.66. よ
り作成。 
 






る米ソの対立が新たな局面を迎えた [ 都留 2006:105-106]。 




反共産主義勢力を積極的に支援するというレーガンドクトリンを打ち出した [ 広田 
2011:85]。核についていえば、 1983 年に、核凍結とは矛盾するMXミサイルの予算を通
過させた。あるいは、核凍結は相互確証破壊の状態を乗り越えるものではないとし、戦略
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対し、米国の核戦略に追従するものであるとの批判があった [ 櫻川  1985:73] 。 
 







平和運動がヨーロッパで湧き起こった [ 都留 2006:105-106]。 





が不在とされた米国において 1 つの転機を示した [ 北川 1985:127-128]。 1982 年 6 月の





1982 年 3 月の調査によれば、核兵器を使用する全面戦争へ不安を感じている人は、63%
                                                   
15 ライシャワーの証言については、 25 頁を参照されたい。 
16 進藤栄一 中馬清福「レーガン軍拡路線を突っ走る中曽根外交 対談日米首脳会談を点
検する」朝日新聞社『朝日ジャーナル』（ 1983 年 2 月 4 日号 ）、 16 頁。 
17 朝日新聞「国を超え反核デモ NY50 万人を超す勢い 軍縮特別総会へ向け反核運動」




であった18 。 2 つ目に、 1981 年の調査では76%が非核三原則を支持し19 、 1985 年の調
査でも78%の人々が賛成していた20 。これらは朝日新聞社の世論調査によるものである。
次図に示した通り、内閣府による防衛費に関する世論調査も同様の傾向を示しているとい





出所 : 内閣府政府広報室「自衛隊・防衛問題に関する世論調査」より作成。 
 
さらに、 1982 年 1 月には「核戦争の危機を訴える文学者の声明」に 287人の作家が署名
した21 。声明は、日本に滞在していた作家のハンス・ペーター・ブロイエルが反核の支持
を訴えたことによるものであり、日本の反核平和運動に大きなはずみをつけた [ グレン 
1986:164] 。 
運動の担い手は、党派性を帯びた「多様な組織」とともに、草の根の人々にまで広がっ
た。ここでいう「多様な組織」について、 1981 年 11 月に結成された「第 2 回国連軍縮
特別総会に核兵器完全禁止と軍縮を要請する国民運動推進連絡会議」（国民運動推進連絡





                                                   
18 朝日新聞 「『 核廃絶』は共通の願い 強まる対日友好ムード 日米両国民の世論調査
（下 ）」 （ 1982 年 4 月 13 日 ）。  
19 朝日新聞「76%が非核 3 原則支持 3 原則を厳守47% 寄港は認める33% 核のカサ必
要性で二分 国民の核意識（本社全国世論調査 ）」 （ 1981 年 6 月 14 日）。  
20 朝日新聞「被爆 40 年で本社世論調査 『核戦争が不安』は56%、危機感広がる」
（ 1985 年 7 月 20 日 ）。  
21 朝日新聞「文学者 287人が反核アピール 平和のためすぐ行動を 政治的見解を超え初
の結集」（ 1982 年 1 月 21 日 ）。  
14.2 54.1 17.7 14
20.1 47.3 15 17.6
19.8 47.6 10 22.6



















（ 3 ）非核自治体宣言運動の高まり 
ヨーロッパで反核平和運動が高揚していた 1980 年 5 月、イギリス中央情報局は、
『 Protect and Survive 』と題した核攻撃への備えについてのパンフレットを公刊した。
これに対して、 CND の歴史家E・P・トンプソンは『 Protest and Survive 』を刊行し、
国民の共感を呼んだ。同年 11 月にマンチェスター市が非核自治体宣言の決議を採択した。
これを皮切りにイギリス産業革命の発祥都市を中心に非核宣言自治体が次々と登場した。
73 自治体の参加でイギリス非核自治体会議が開催されたのは 1981 年である。この後、
1984 年にはマンチェスター市において、第 1 回非核自治体国際会議が開催された [ 佐藤
昌一郎  1987:36-40]。第 1 回非核自治体国際会議に、日本からは、中野区、川崎市、神奈
川県が出席した。中野区は、 1982 年 8 月に「憲法擁護・非核都市の宣言」を行い、続く
1983 年に大ロンドン市との間で非核共同宣言を行っていた [ 青山  1985:17-29]。 
日本で非核自治体宣言が拡大した直接的な契機は、何だったのであろうか。 1982 年 3
月 5 日の米国海軍による、太平洋艦隊への核トマホーク配備計画の公表にあった、とされ
ている [ 阿左見 1994:16-17] 。第 2 回国連軍縮特別総会後、反核平和運動が沈静に向かい
低迷状態に入ったとする論調は少なくない22 。反核平和運動が沈静化した理由の 1 つとし
て、より多くの人々に受け入れられるため政治的対立を呼び起こす具体的な安全保障の問
題を明確に取り上げなかったこと [ グレン  1986:173, 176] がある。そのほかに、構成員
の多様化の中で目的を集中化していくことの難しさ、異なる団体との反目なども考えられ
よう。その一方で、 1982 年 8 月には、非核自治体宣言を行った地方自治体による集会が




自治体連絡協議会は現在の日本非核宣言自治体協議会の前身である23 。その間の 1983 年
の原水爆禁止世界大会では、 1 年前にロンドン非核都市宣言を行った大ロンドン市の I ・
                                                   
22 朝日新聞 「（ 解説）反核運動 高揚から一転低迷 国連軍縮週間前に足並み乱れる」
（ 1982 年 10 月 16 日）。  
23 日本非核宣言自治体協議会「協議会の歩み」 http://www.nucfreejapan.com/kai_4.htm









いえよう。例えば、 1978 年の第 1 回国連軍縮特別総会の時に全国で署名活動を展開した
「国連に核兵器完全禁止を要請する署名運動推進連絡会議」と比較した場合、国民運動推
進連絡会議は、政党による団結の輪の縮小をみせていた。民社・同盟・自民党系の潮流が




そして、自民党は、 1985 年 3 月に全国組織委員会から都道府県支部連合会へ「非核都市
宣言は無意味且つ望ましいことではない」という通達を出した [ 鈴木  1985:26-27]。同年
12 月に出された『反核運動の欺瞞と危険性』と題した資料に、米国の核を「良い核」と
表記した。同じ 12 月には、 『「 非核都市宣言」は日本の平和に有害です』というパンフ
レットを発行し、その拡大を止めようとした [ 月刊社会教育編集部  1986:43-44]。 1986
年の定期党大会では、非核自治体宣言運動を「日米安保体制の弱体化・解体を意図する大
変危険なもの」とし、「今後とも革新勢力による『非核都市宣言運動』の根絶を図ってい
く」（第 46 回自由民主党大会資料 1986 年 1 月 14 日）という方針を打ち出した [ 木







げられる。レーガン政権の軍拡政策に対し、 1984 年 5 月に発足した超党派の「核軍縮を
求める二十二人委員会」には、自民党議員の三木武夫、宇都宮徳馬、鯨岡兵輔、赤城宗徳
が委員として参加した。二十二人委員会と非核都市宣言自治体連絡協議会は、海の非核化
をテーマにしたシンポジウムを共催したことがある [ 核軍縮を求める二十二人委員会 
                                                   
24 朝日新聞「非核宣言都市熱い訴え 小さな努力大切 大ロンドン市と昭島市 原水禁大
会」（ 1983 年 8 月 1 日）。  
25 「核持ち込み問題への飛び火恐れる 反核運動への自民党の拒絶反応（ニュースの目 ）」
朝日新聞社『朝日ジャーナル』（ 1982 年 4 月 9 日号 ）、 7 頁。 
26 『第 104回 国会 参議院会議録第 4 号 昭和 61 年 1 月 31 日』54, 56頁。 







が行った 1983 年 6 月の調査では、保守派の根強い抵抗があったものの、最終的に全会一
致で非核自治体宣言を採択した地方議会が多かった [ 神原  1984:3]。 1984 年時点の地方
議員数は 69,578 人であった。そのうち、左派政党系の議員は 7,077 人、中道政党の議員
は 4,546 人、自民党系議員は 5,032 人であり、残りの大半の議員は保守系与党側の議員で
あった。ヨーロッパと比較し、日本の非核自治体宣言は、政党によって成されたものでは
なかった [Takahara 1987:51-52] 。 
従来の日本における反核平和運動は、欧米と比すれば、個人の自発的参加によってでは













第 4 節 非核自治体宣言の思想 
（ 1 ）民際外交と非核自治体宣言 


















の心理的営為の軌跡を辿る。西田は、 1979 年 1 月、小田実によって生まれた「現状を考
える人々の会」に参加したことをきっかけに、それ以降、非核・平和運動に力を注いだ。
その基底には、文学を成す環境・人間を根こそぎ破壊する核への危機感があった。具体的
な行動として、「核戦争の危機を訴える文学者の声明」署名運動を行い、 1982 年 1 月に
声明を公表した。そして、声明の通り「平和のために行動する」ため、西田は 1985 年に
『非核自治体通信』を創刊した27 。さらに、 1988 年に「非核自治体全国草の根ネットワ
ーク」を結成し世話人を務める。それらのきっかけとなったのは、マンチェスター市から
拡大した非核自治体宣言にほかならない [ 西田  1998:3-9]。 
 
（ 2 ）市民発意 
西田は、「現在の政府や国連の姿勢を変えていくためにも、世界の草の根市民が決起す
る以外どんな方法も今や残されてない」 [ 西田  1984:17] と述べた通り、中央政府や国連
を地球的規模で包囲していく戦略の基礎として、「世界の草の根市民」による運動（草の

















                                                   
27 「創刊の趣旨」法政大学西田勝研究室編集・発行『非核自治体通信』創刊号、 1985 年。 













つ労働者の共鳴感をあつめた」 [ 太田  1971: 217] 。 1980 年代前半に、総評は、組織率
を下げる中で29 、組合員にあるイデオロギー中心の運動への拒絶感を認識し、イデオロギ
ーからの脱却を模索した [ 藁科 2003:262]。その一方で、 1986 年 8 月に開催された非核
自治体宣言を進める広島・長崎・静岡三市の職員労働組合と統一労組懇自治体部会とが共
催した「全国自治体労働者の平和の集い」では、総評・自治労・原水禁に対する批判が行








（ 3 ）国際連帯 
一般的に、非核宣言自治体を英語表記すれば、 Nuclear Free Local Authority や
Nuclear Free Townとなる。これに先んじて、英語では Nuclear Free Zone 、ドイツ語で
は Atomwaffenfreie Zone と表現された。これらは、固有の地方自治体における非核宣言
のみを意味しない。複数の国境に跨る領域における非核宣言も意味する [ 佐藤昌一郎 
1987:29]。後年「一国民主主義（近代国家）ではなく、地球民主主義（地球共同体 ）」
[ 西田  1998:2]30 という考えを提示したことからも推測される通り、この語源を倣ってい
ると思われる西田には、当初より、非核自治体宣言運動の先にある目標があった。それは、
「東北アジア非核・平和地帯創設」にほかならない [ 西田  1987:75] 。 
                                                   
28 初出は、 1986 年に刊行された「非核平和都市運動の展望」『北海道自治研究』第 204
号である。 
29 独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働組合数、労働組合員数及び推定組織率」
http://db2.jil.go.jp/tokei/html/U4801001.htm （ 2017 年 1 月 15 日閲覧）。  







創設に繋げていくことを展望するからである [ 西田2002:48-49, 2005:4-5]。実際に、マン




動である、とした [ 西田  1989:52] 。後年には、「従来の無防備地域宣言の考え方によっ














ルギー、オランダ、ドイツ、イギリスにおける非核自治体宣言運動を挙げた [ 西田 
1986a:65, 1986b:29-30] 。翌年の 1987 年に、西田は、非核宣言自治体の首長・議員や主
婦など 10 人で構成された「非核自治体訪朝団」の団長として、朝鮮民主主義人民共和国
（北朝鮮）を訪問した32 。その目的は、日朝の国交正常化の機運を促すとともに、「東北





核地帯の実現をめざす」ことにある、とした [ 林 1983:126]。林は「地域から非核地帯の
実現をめざす」運動に関して、 1990 年代に「核管理社会」の諸重大問題に対し、国境を
こえた都市と都市、市民と市民との連帯行動が、新しい人類社会を模索しつつある、と述
べた [ 林  1999:23] 。 
32 毎日新聞「日朝自治体の非核都市提携で⼀致、訪朝団が帰国報告」（ 1987 年 10 月 5
日夕刊 ）。  







は止まった。その後も、西田は、 2000 年代初頭に 2 回目の訪朝を検討したが実現に至ら







あるからである [ 関  1985] 。同年に関は、シンポジウムで、国家を「象徴的な意味しか
ない」とし、非核自治体宣言を「国家の本質的な側面をも変えるような象徴的な出発点」
と表現した34 。西田は、「非核自治体宣言運動」によって、「すぐには中央政府はなくな
















                                                   
33 それぞれ頓挫した理由として、 1 回目は、直後に起きた大韓航空機爆破事件による日朝
関係の悪化にあった。 2 回目は、日本政府が「アジア・太平洋地域の戦争犠牲者の思いを
馳せ、心に刻む会」が招請した証言者と対外文化連絡協会の幹部の入国を認めなかったこ
とによる日朝関係の悪化にあった [ 西田  2001:57-58]。 
34 「討論  内外の非核自治体運動の世界史的意義（日本の非核自治体運動の課題と可能性












1980 年代になぜ非核宣言自治体が急増したのか、という 2 つ目の問いを立てた。この問
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第 5 章： 1990 年代―高知県における非核港湾条例を巡る議論とガバナンスの萌芽 
はじめに 
1990 年代に、高知県は港湾の非核化に向けた高知県港湾施設管理条例（昭和 29 年
10 月 1 日条例第 53 号）の改正（非核港湾条例）を試みた。この非核港湾条例は、










本の安全保障観を探る。最初に、 1999 年 11 月の高知県知事選挙の結果を振り返る。次


























第 1 節 港湾の非核化を検討するに至った経緯 
（ 1 ） 1999 年 11 月の高知県知事選挙 






性、若い世代の支持を得た橋本の選挙戦略を挙げることができる [ 樋口  1992] 。 1 期目
の 1992 年 2 月に自民党と政策合意文書を締結した橋本は、 1995 年 12 月に再び高知県
知事選挙に出馬し、共産党公認候補と舌戦を繰り広げた。 2 期目も 1 期目と同様に、中間
層である草の根の人々との連携が奏功して、橋本は再選を果たした [ 川上  1997] 。 





非核港湾条例は、 1999 年の県議会 2 月定例会で審議した結果、継続審査となり、 4 月
の県議会議員の任期満了に伴い廃案となった。自民党県議団が、橋本に是々非々で臨むこ
とを決定したのは、改選後の 4 月 30 日である1 。 6 月からは、独自候補の人選に着手し






裂した選挙で、橋本は、 3 期目の当選を果たした。 
                                                   
1 高知新聞「県議会・自民党 橋本県政に『是々非々』 不祥事、“議会軽視”で反発 
知事 厳しい局面に」（ 1999 年 5 月 1 日 ）。  
2 高知新聞「 ’99 高知県知事選 インサイド決戦前夜（ 2 ）対立 『非核港湾』が引き金」
（ 1999 年 10 月 19 日）。  
3 高知新聞「 ’99 高知県知事選 インサイド決戦前夜（ 7 ）決着 分裂懸念し“玉虫色 ”」
（ 1999 年 10 月 25 日）。  
4 高知新聞「 ’99 県知事選 自民 所谷氏は『県連推薦』 党本部が決定保留」（ 1999






（ 2 ）住民の間で評価が割れた非核港湾条例 






えば、 1998 年 3 月から、高知県原水協は市町村議会に「非核条例を求める意見書」を決
議することを要請した。その結果、 34 の市町村議会が意見書を決議した。さらに、高知
県原水協は住民の 60 ％に相当する非核の「アピール」署名を 1999 年 2 月に橋本に届け












1986 年と 1993 年に行われた県民世論調査に、「国際交流の意義はどこにあると思うか」
という質問がある。この質問に対する回答として、 1986 年と比較した場合 1993 年には、
「県の産業・文化活性化」が10.6ポイント増加し 3 位から 2 位に、「国際親善・国際平和
の寄与」が10.9ポイント減少し 2 位から 3 位に変化している9 。ここからは傾向として次
のことを読み取れよう。それは、 1980 年代と比較した場合 1990 年代には、県民の関心
が抽象度の高い理念的な政策から日常生活に関連した経済的な政策へ移行している、とい
うことである。この傾向の中で、県民の間には、非核港湾化条例は緊急かつ重要な議題か
                                                   
5 高知新聞「 ’99 こうち くろーずあっぷ（ 45 ） 現職の底力見せた橋本氏 県知事選
を振り返って 担当記者座談会」（ 1999 年 11 月 30 日 ）。  
6 高知新聞「わが党かく戦う 終盤戦へ 7 党が決意」（ 1999 年 4 月 6 日 ）。  
7 高知新聞「自民 20  過半数割れ 『非核港湾』の風吹く」（ 1999 年 4 月 12 日 ）。  
8 高知新聞「 ’99 こうち くろーずあっぷ（ 16 ―下） 県内政党座談会 統一地方選を
振り返って」（ 1999 年 5 月 4 日 ）。  
9 高知県『平成 5 年度 県民世論調査 』、 67 頁。 











次項では、 1997 年 3 月までの橋本大二郎の安全保障観について記述する。橋本は、




（ 3 ）橋本大二郎の安全保障観 
「国と県との関係で一定の石を投げたもの」として、橋本は次の 2 つを挙げている [ 橋
本 2001:121]。 1 点目が、 1997 年に都道府県でいち早く行われた、職員採用試験の受験
資格に設けられている国籍条項の撤廃である。この契機となったのは、 1994 年の高知県
居留民団の代表の訪問である [ 橋本 2006:173-175]。その後、 1996 年 12 月の県議会定
例会で、職員採用の国籍条項の撤廃の検討を明確化した11 。そして、 2 点目が、本章がテ
ーマとする非核港湾条例である。これは、 1997 年 3 月の予算委員会で、共産党の牧義信







対応が、橋本に不信感を抱かせたことは否定できない [ 橋本 2006:176]。例えば、高知県
への報告を「ほったらかし」にした外務省に対し、橋本は「日本国民への説明責任をない
がしろにして本当の意味での外交政策ができるだろうか」と述べた [ 橋本 2001:123-124]。 
                                                   
10 高知新聞「 ’99 高知県知事選 疾風 8 年 橋本県政光と影（ 2 ）真骨頂 政府に異議申
し立て」（ 1999 年 10 月 30 日 ）。  
11 『高知県議会会議録 平成 8 年 12 月定例会（第 241回） 12 月 11 日』 5 頁。 
12 『高知県議会会議録 平成 9 年 3 月予算委員会（第 242回） 3 月 11 日』 33 頁。 
13 高知県「米軍機による低空飛行訓練について」
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/010101/files/2015062200228/youseibun.pdf （ 2017





元来、高知県の議会は、保守層が大勢を占める [ 森川 篠原 奥野 2005:382-383] 。
その高知県において、低空飛行訓練の中止を求める声は、超党派の要求に発展した。
1995 年 12 月のデータによれば、県内の過半数にあたる 29 市町村が、「地位協定の実





港は、商業港であり、軍港ではなく、非核港にしたい」と回答した [ 和田  1999:27] 。こ








の経験と技術や人材によって「安全保障の人垣が築ける」としていた [ 橋本 
2009:145-148] 。 1985 年に安徽省経済貿易視察団が来高した際に交流拡大を約束したの











                                                   
14 高知県・安徽省友好交流委員会『高知県・安徽省友好提携 10 周年記念誌』、 2005 年。 
15 高知県「 INAP （友好提携港国際ネットワーク ）」
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/175201/inap4.html （ 2017 年 2 月 12 日閲覧 ）。  
16 搜狐新聞「日本高知县前知事：希望动漫产业促进中日交流」（ 2009 年 12 月 13 日 ）。  
17 琉球新報「高知への在沖米軍基地移設を論議 96 年、当時の橋本首相と橋本知事」
（ 2009 年 10 月 28 日）。  







地方の県民、国民にも生じるだろうと思う」と述べていたからである [ 橋本 
2001:121-125] 。安全保障領域において中央政府と地方自治体との信頼関係を重視する考
えに、官房長官を務めた後藤田正晴は賛同した、という [ 橋本 2006:178]。この安全保障
観に基づき、橋本は、中央政府が国是として掲げる非核三原則を地方自治体も一緒になっ
て守っていこうと考え港湾の非核化を提案した [ 橋本 2006:178]。その時の心境として、







2001 年 9 月 11 日に起きた「米国同時多発テロ事件」以来の日米安全保障体制の強化は、
一般的に「日米同盟深化」と呼ばれる。しかしながら、日米安全保障体制の強化は、戦後、
相当の時間をかけて定着・発展してきたのであって、 2001 年以降に生じた現象ではない。
日米安全保障体制の強化において、 1990 年代には、 1 つ目のプロセスとして、 1980 年
代の新冷戦時に定着した日米安保重視路線の問い直しがあった。これを受け、 2 つ目のプ




組む同盟、④多角化する同盟、という 4 つの意味で論じられてきた [ 石川  2015:70] 。






第 2 節 日米安全保障体制を巡る対話 









づき多国籍軍が開始した湾岸戦争を巡り「批判」18 されることを経て、 1992 年 6 月に
PKO 協力法案を成立させた [ 薬師寺 2014:181-187]。 PKO 協力法に基づく、自衛隊の
海外活動を防衛政策の中核に据えようとする考えを「国際貢献論」と呼ぶ [ 柴田 
2011:66]。ここからは、従来の日米安保重視路線に対する中立的な国連中心路線の発芽を





的諮問機関である。防衛問題懇談会は、 1994 年 8 月に村山富市率いる自民党、社会党、
さきがけ 3 党連立内閣へ樋口レポートを提出した。 

















                                                   
18 日本は、多国籍軍に対し 130億ドルに達する支援を行ったが人的支援を行わなかったた
めに、国際社会から評価されなかった。湾岸戦争における軍事的対応の混迷は、日本政府
関係者の間では、「湾岸戦争のトラウマ」と呼ばれている [ 佐道  2012:22-25]。 
19 朝日新聞「村山首相の所信表明演説＜全文＞」（ 1994 年 7 月 18 日 ）。  
20 朝日新聞「自衛隊合憲見解、社会党議員大勢が容認 衆参両院で朝日新聞社調査」
（ 1994 年 7 月 27 日 ）。  





「第 2 章 日本の安全保障政策と防衛力についての基本的考え方」にて、「 3 ．日米安全
保障協力関係の機能充実」の前に「 2 ．多角的安全保障協力」を配置した21 。この構成に
より、樋口レポートを巡り 2 つの解釈が成された。 1 つ目として、樋口レポートは、国連
中心路線を強調している、という解釈である。「多角的安全保障協力」という新たな政策
アイデアに、日米安保重視路線に対する国連中心路線を見出すことは難しくない [ 柴田 
2011:17, 97] 。 2 つ目として、樋口レポートは、日米安保重視路線を踏襲している、とい
う解釈である。防衛問題懇談会のメンバーである渡邉昭夫にインタビューを行った福田毅
によれば、「多角的安全保障協力」と「日米安全保障協力」を並置する樋口レポートは、
安保不要論に反論する意志があった [ 福田 2006:159-160]。樋口レポートが出された当日
の朝日新聞は、国際安全保障秩序における「国連」と「米国」という 2 つの主役の間で、
樋口レポートは主体的な戦略を示しておらず、冷戦下の「日米基軸」の枠組みと大きく異










まり持っていなかった、といわざるをえない。その後、 1994 年 6 月のジミー・カーター
元大統領と金日成主席との会談によって北朝鮮核問題の危機を回避した米国では、日米安
全保障体制を再評価する機運が高まっていた [ 佐道  2012:77] 。この中で、米国の安全保
障関係者の間では、樋口レポートに対する明確な反応があった。それは、樋口レポートは
日米安全保障体制を軽視し、自立を志向するものである、という反応にほかならない。 
その一方で、 1994 年 9 月に就任したジョセフ・ナイ国防次官補は ､ 樋口レポートにつ
いて「米国内には懸念する人もいたが、私はよくできた報告書だと考え、不安感を抱いて
                                                   
21 データベース「世界と日本」（代表：田中明彦）
http://worldjpn.grips.ac.jp/documents/texts/JPSC/19940812.O1J.html （ 2017 年 3 月
15 日閲覧 ）。  
22 朝日新聞「日米基軸は変わらず 安保政策、気概見えず 防衛懇報告書＜解説＞」
（ 1994 年 8 月 12 日 ）。  
23 朝日新聞「安保、米に主導権 米公文書インタビュー（同盟半世紀 ）」 （ 2000 年 8 月







安保と 2 国間安保のバランスが私の考えとはずれていると感じた。大切なのは 2 国間関係
を強化することだった」24 。ナイは、「多角的安保」と「 2 国間安保」の均衡を保つため、
｢ ナイ・イニシアチブ ｣と呼ばれる日米安全保障体制の「再定義」のための作業に着手し
た ｡したがって、前節でみたように国連中心路線と日米安保重視路線とのせめぎあいを顕
在化した樋口レポートが契機となり開始されたのが ｢ナイ・イニシアチブ ｣ である [ 佐道 
2012:77-78] 。 
｢ ナイ・イニシアチブ ｣の第 1 弾である 1995 年 2 月の ｢東アジア戦略報告
（EASR） ｣（ナイ・レポート）の論点は 2 点あるといえよう。 1 点は、ナイ・レポート
が、日米安全保障体制を「極東の平和と安全のため」という従来の前提に、「地球規模の
平和と安全のため」という新たな前提を示したことである [ 滝田  2013:53] 。もう 1 点は、
ナイ・レポートが、「日米が防衛政策形成の過程を共有することによって、共通の認識と
ビジョンに基づく相互に最適化された防衛政策を形成する」 [ 柴田 2013:226-227]という
目的を設定したことである。既にナイ・レポートを作成する過程でも、米国の知日派と防
衛庁企画官クラスを中心とした官僚たちが意見交換を行った [ 佐道  2012:78] 。 
日本国内では、防衛政策の検討が行われた。 1995 年 11 月に、新たな防衛計画大綱
（ 07 大綱）が閣議決定により成立した。日米安全保障体制の維持・強化を明記した 07
大綱は、樋口レポートの修正 [ 佐道  2012:78] であり、ナイ・レポートの受け入れ回答で
もあった25 。具体的にいえば、 07 大綱は、日米安全保障体制を必要不可欠とし、日米安
全保障体制を基調とする緊密な協力関係は国際社会の平和と安定に寄与している、とした。
そして、 07 大綱の形成過程では、両国の官僚レベルが認識の共有を図っていた [ 柴田 
2013:227] 。加えて、 07 大綱は周辺地域において影響を与えるような事態が発生した場
合の日米安全保障体制の運用に言及した。換言すれば、日本が周辺事態に対処する可能性
に言及した26 。 
再定義が「日米安全保障共同宣言－ 21 世紀に向けての同盟－」27 として発表されたの
は、 1996 年 4 月である。日米安全保障条約が「日米同盟関係の中核」であり「地球的規
模の問題についての日米協力の基盤たる相互信頼関係の土台」であることを認識した宣言
                                                   
24 毎日新聞「 [ 新世紀へのトライアングル ] 日米同盟の虚実 脱安保派と安保維持派に聞
く 4 」（ 1997 年 5 月 17 日 ）。  
25 朝日新聞「新防衛計画大綱を決定 日米安保強化を明記 陸上自衛隊の定数を削減」
（ 1995 年 11 月 29 日）。  
26 防衛省「平成 8 年度以降に係る防衛計画の大綱 平成 7 年 11 月 28 日 安全保障会議
決定」http://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/1996_taikou/dp96j.html
（ 2017 年 3 月 18 日閲覧 ）。  
27 外務省「日米安全保障共同宣言― 21 世紀に向けての同盟―」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_hashi/arc_96/clinton/in_japan/security.ht
ml （ 2017 年 3 月 18 日閲覧 ）。  







や中台関係が深刻である、日本有事（ 5 条事態）より極東有事（ 6 条事態）が発生する蓋
然性のほうが高い、という認識を共有した [ 森本  2011:38-39]。 
共同宣言の発表後、宣言を担保するための措置として、「日米防衛協力のための指針」
の見直しを行った。これは、冷戦期の 1978 年に作成した日本有事のための「日米防衛協




う。日米安全保障共同宣言以降、 1996 年 6 月・ 9 月・ 12 月、 1997 年 6 月に日米両国
で行われた見直し作業を経た 97 「指針」は、 1997 年 9 月、日米両国の外務、防衛担当








（ 3 ）周辺事態を巡る中央政府と地方自治体との対話 
木村朗は、周辺事態への対応を含め、日米の協力の拡大を示す 97 「指針」の特徴とし




制」への移行である [ 木村 2006:139-140]。 
木村が指摘する 3 点目を履行するに必要な法体系として、周辺事態法が 1998 年 4 月に
閣議決定、 1999 年 5 月に可決・成立された。周辺事態法は、「国以外の者による協力等」
                                                   
28 朝日新聞「日米防衛新ガイドライン きょう合意、公表」（ 1997 年 9 月 23 日 ）。  
29 防衛省「日米防衛協力のための指針 1997 年 9 月 23 日」
http://www.mod.go.jp/j/presiding/treaty/sisin/sisin.html （ 2017 年 3 月 18 日閲覧 ）。  
30 朝日新聞「安保、米に主導権 米公文書インタビュー（同盟半世紀 ）」 （ 2000 年 08







97 「指針」が策定された 5 日後の 1997 年 9 月、自治省は米軍支援の協力を地方自治
体に義務付ける規定についての関連文書を全自治体に送付した。しかしながら、その具体
的説明をしなかった [ 澤野 1999:159]。そして、周辺事態法が閣議決定される前の 1998
年 4 月 15 日に内閣安全保障・危機管理室は、「強制はできないが、正当な理由なく拒め





















                                                   
31 朝日新聞「基地のある自治体、『住民生活に配慮を』 周辺事態法案で要請」（ 1998
年 4 月 21 日 ）。  
32 朝日新聞「どこまで協力させられるのか（ガイドライン立法ここが焦点 8 ）」 （ 1998
年 4 月 23 日 ）。  
33 朝日新聞「市民生活どう守る 警戒強める街 周辺事態法案、国会に提出【西部 】」
（ 1998 年 4 月 29 日 ）。  
34 毎日新聞「自衛隊の米軍支援が可能に―『周辺事態法 』、 きょう施行」（ 1999 年 8 月
25 日 ）。  
35 『高知県議会会議録 平成 9 年 9 月定例会（第 244回） 10 月 3 日』 60 頁。 


















第 3 節 非核港湾条例を巡る対立 
（ 1 ）対立の潜在化 




設管理条例を改正する可能性を示唆した38 。 1997 年の 12 月議会は「高知県の港湾にお
ける非核平和利用に関する決議」を全会一致で可決した39 。決議の背景には、知事・議
会・行政・市民団体のコンセンサスがあったといえよう。 





理念を条例に謳うのがなぜ問題となるのか、と主張したからである。その後、 3 月 9 日の
                                                   
36 『高知県議会会議録 平成 10 年 7 月定例会（第 247回） 7 月 21 日』 82 頁。 
37 高知新聞「県内全港を『非核』に 山本副知事『神戸方式』で導入方針」（ 1997 年
10 月 29 日 ）。  
38 朝日新聞「非核神戸方式、高知の全港で適用 県が条例改正の方針」（ 1997 年 10 月
30 日 ）。  





県議会で、非核港湾条例について関係省庁と意見調整を進めると答弁した [ 中西 
1999:44]。 
この答弁の後、橋本は、外務省をはじめとする関係省庁と意見調整を進めた。 1998 年
5 月に、高知県と外務省と運輸省の 3 者が意見交換を行った。さらに、高知県は非核港湾
条例についての見解を外務省に文書で照会した。橋本は、外務省の回答を待ちながら 7
月・ 9 月・ 12 月議会への条例の提出を見送り、 12 月には再度幹部を外務省に訪問させ
た [ 中西  1999:44] 。外務省が、高知県へ「外国軍艦の寄港の認否は国の事務」との公式
見解を文書で回答したのは、 1999 年 1 月である。 
 
（ 2 ）対立の顕在化 
中央政府と高知県との対立が露わになったのは、翌月の 1999 年 2 月である。 2 月 8 日
に副知事の河野八朗ら県幹部が、自民党県議団幹部に非核港湾条例と、外国艦船の港湾施
設使用に関する事務処理要綱の案を非公式に示し、これが、中央政府の知るところとなっ
たからである。 2 月中旬には、中央政府からの発言が続発した。例えば、 2 月 12 日には、
自民党政調会長の池田行彦が中谷へ阻止を指示した40 。 13 日には自治大臣の野田毅が橋














                                                   
40 朝日新聞「非核証明書条例『国の権限侵害』自民政調会長」（ 1999 年 2 月 13 日 ）。  
41 朝日新聞「非核証明書条例化 自治相が高知県批判 『国の外交権上の問題 』」
（ 1999 年 2 月 14 日 ）。  
42 『第 145回 国会 衆議院予算委員会第 13 号 平成 11 年 2 月 15 日』 4 頁。 
43 高知新聞 「『 非核港湾』廃案へ（下） 知事『公約で県民判断も』 修正は後退ではな
い」（ 1999 年 3 月 16 日 ）。  
44 高知新聞「非核港湾 自民県議団 条例化に反対 知事は提出の意向 異例の否決へ」
（ 1999 年 2 月 16 日 ）。  














（ 3 ）強調された安全保障観 














であった [ 中西  1999:44] 。橋本は、県議会 2 月定例会に提出することを決めながらも、
条例と要綱を切り分けて提示することにより、 1 つの譲歩を示したといえよう46 。加えて、
当初、外国艦船の所属国の在日大使館に直接非核証明書の提出を求める「非核神戸方式」
を検討していたが、外務省を通じて間接的に非核証明書を求める、いわゆる「非核高知方
式」に切り替えた [ 浜川 1999:1]。この切り替えにより、外務省をはじめとする中央政府
に譲歩した、といえる。その一方で、橋本は要綱を最後まで外さなかった。ここからは、
                                                   
45 毎日新聞「高知県の外国船非核証明書 条例化は困難に 2 月定例議会提出へ 自民が
反対の意向」（ 1999 年 2 月 16 日 ）。  
46 朝日新聞 「『 非核神戸方式』条例化 高知県、見送りへ 政府・自民の批判や反対で」







ないため、 2 月定例会に提出する議案は、非核港湾条例のみとなった。 


















平行線を辿った予算委員会の最終日の 3 月 8 日午後も、依然として自民党は一枚岩では
なかった。橋本が、非核証明は文書にこだわったものではなく外務省から回答がなくても
入港を妨げるものではない、と要綱の大幅な譲歩を示唆し、最後まで可決に執念を見せた
からである52 。翌 9 日、議員総会を開いた自民党県議団は態度決定を保留した。県幹部が
自民党県議団に、「知事の決定」を削除し「外務省へ非核証明を要請した結果を県民に公
表する」という緩やかな内容に差し替えた要綱を、非公式に提示したのは議員総会の後で
                                                   
47 毎日新聞「非核条例案の要綱さらに検討 橋本高知県知事」（ 1999 年 2 月 16 日夕
刊 ）。  
48 神戸新聞「非核神戸方式を条例に 県原水協など 40 団体 決議 25 周年に向け提案」
（ 1999 年 3 月 5 日 ）。  
49 神戸新聞「高知、函館…条例化に国の壁 非核神戸方式 市と議会は 守りたいから動
けぬ『本家 』」 （ 1999 年 3 月 5 日 ）。  
50 高知新聞「非核行政推進を橋本知事に要請  護憲連合と原水禁」（ 1999 年 2 月 19
日 ）。  
51 高知新聞「 2 月定例県議会 『国に説明求めるは当然』 非核港湾条例案を提出 人件
費など経費見直し 解説」（ 1999 年 2 月 23 日）。  
52 『高知県議会会議録 平成 11 年 3 月予算委員会（第 250回） 3 月 8 日』 92 頁。 












3 月 11 日、非核港湾条例を審査する企画建設委員会の開催を直前に控え、自民党県議
団に残された選択肢は継続審査のみであった。企画建設委員会で可否同数により継続審査
となり、 15 日の本会議で継続審査が可決した。この時点で、県議会議員の任期満了の 4
月 29 日まで臨時県議会が開かれる見通しはなく、廃案は確定した。同日、橋本は記者会
見で、再提案の意向を明言した54 。その後、 11 月の高知県知事選挙の推薦候補を巡り、
自民党県連が橋本に対し態度を硬化した一方で自民党本部が静観した「自民党の分裂」に






（ 4 ）中央政府・米国に影響を与えた非核港湾条例 
廃案が確定的となった後、元県幹部の巨額焦げ付き事件など不祥事が発覚すると、橋本





                                                   
53 高知新聞 「『 非核港湾』廃案へ（下） 知事『公約で県民判断も』 修正は後退ではな
い」（ 1999 年 3 月 16 日 ）。  
54 神戸新聞「高知 廃案確定の非核条例案 知事、再提案に意欲」（ 1999 年 3 月 16
日 ）。  
55 朝日新聞「非核化条例案、当面提案せず 橋本高知県知事が方針【大阪 】」 （ 1999 年
11 月 30 日 ）。  
56 高知新聞「 ’99 こうち くろーずあっぷ（ 49 ） 記者座談会で振り返る 県内政治こ
の 1 年」（ 1999 年 12 月 28 日 ）。  







なくない。 1999 年 7 月に、外務省政務次官の武見敬三が高知県に自らの希望で出向き、
対話集会が開催された。この公開の場で武見は、外務省の説明責任について「知事と同じ









省と米国が文書回答に応じたことは、画期的であったといえよう60 。その後は、 2011 年
までに 3 回の米艦の入港があった61 。そのうち、 2008 年62 と 2010 年63 には迎撃機能を











                                                                                                                                                     
知」（ 2016 年 7 月 6 日）。  
58 朝日新聞「国と地方の協力、高知の集会で応酬 高知県知事 VS 外務政務次官」
（ 1999 年 7⽉ 17 ⽇）。  
59 高知新聞 「『 話題』 周辺事態 （西泰正 ）」 （ 1999 年 8 月 31 日 ）。  
60 高知新聞「ファインダー 2006 こうち 米イージス艦 あす宿毛寄港 地方港湾に安保
の波 灰色の『非核証明』」 （ 2006 年 5 月 22 日 ）。  
61 高知新聞「米揚陸艦と自衛艦 宿毛に 合同訓練 平和団体抗議」（ 2011 年 1 月 26
日 ）。  
62 高知新聞「米イージス艦寄港 『核なし』外務省が回答 宿毛市長 岸壁使用許可へ」
（ 2008 年 5 月 14 日 ）。  
63 高知新聞「米艦宿毛寄港 不許可を 7 団体が県に申し入れ」（ 2010 年 1 月 22 日 ）。  
64 『高知県議会だより』第 49 号、 2011 年 6 月 26 日発行。 



















































第 6 章： 2000 年代―平和首長会議によるガバナンスの展開 
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（ 2 ）「核の傘」を重視する中央政府 
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第 1 節 荒木武の自治体平和政策 







                                                   
1 朝日新聞「 ICAN創設者『核禁止の後押しに』 平和賞に至る道程」（ 2017 年 10 月
6 日 ）。  
2 変更の経緯と理由については、第 2 節第 1 項で示す。 
3 哲野イサクの地方見聞録「シリーズ平岡敬インタビュー『平岡敬と広島の思想 』」
http://www.inaco.co.jp/isaac/shiryo/hiroshima_nagasaki/hiraoka/12/12.html （ 2017 年
9 月 3 日閲覧 ）。  








に乖離があった [ 峯田 2008:164]。その中で広島市は、 1949 年に地方自治特別法として
公布された広島平和記念都市建設法に基づく中央政府の支援により、都市建設を進めた。
戦後形成された特色ある都市空間の 1 つとして、平和記念公園がある。平和記念公園は、
1950 年から建設が進められ、 1955 年に完成した。公園内には、 1952 年に広島平和都
市記念碑（原爆死没者慰霊碑）が建立され、 1955 年に広島市公会堂、広島平和記念資料













論醸成」 [ 財団法人広島平和文化センター編 1998:ⅱ ] に取り組んできた。設置時、国内
では原水禁運動が政治路線の対立から分裂していた4 。山田はイデオロギーに偏らない
「世界平和の確立と人類の福祉の増進に資する」施設を構想し、その結果、広島市の機構








                                                   









できるようになった [ 財団法人広島平和文化センター編  1997:17-18]。広島市にとって
1956 年は、広島復興大博覧会で成功をおさめ人口が戦前の水準である 41 万人に達した
年である [ 西村 1986:121]。それから 20 年を経た 1970 年代中盤、広島市が「我が国を





し、広島を離れて静養せざるをえない状態になったという [ 荒木 1986:149]。戦後の混乱

















[ 荒木  1986:83-84, 財団法人広島平和文化センター編 1997:29-31,33-34,94]。自らが被
                                                   
5 1980 年に、広島市は 10 番目の政令指定都市となった。 
6 朝日新聞「世界へ『反核兵器』訴え 荒木武・前広島市長が死去／広島」（ 1994 年 6
月 16 日 ）。  
7 ヒロシマ・ナガサキ『核兵器の廃絶と全面軍縮のために―国連事務総長への要請―』
1976 年、 63 頁。 



















平和問題調査会は、 1981 年 12 月に「軍縮と安全保障問題に関する独立委員会」（パ











1982 年の第 2 回国連軍縮特別総会と同年の平和宣言で「広島に平和と軍縮に関する国際






















て共有化されていないという問題意識の下で始まった [ 安藤  2011:92,159] 。「広島・長








（ 3 ）平和首長会議の結成 
1982 年にニューヨークで開かれた第 2 回国連軍縮特別総会で、日本人関係者が核兵器
廃絶は急務であると訴えた。このうちの 1 人は荒木にほかならない11 。荒木は「世界の都
市が互いに連帯すること」を提唱した。荒木による提唱の目的は、「核時代の新しい平和
秩序の確立」を具体化することにあった [ 財団法人広島平和文化センター編 
1997:371-372] 。すなわち、「都市と都市とが国境を越えて、人種の区別なく連帯し 」、
その中では「市民一人びとりにいたるまで、それぞれが平和への役割を分担し 」、 核兵器
廃絶への道を切り開くことにあった [ 荒木  1986:84-85,166-169,174]。自治と連帯によっ
て構成された理念への賛同を、本島等長崎市長との連名で世界各国の市長宛てに求めたの
                                                   
8 哲野イサクの地方見聞録「シリーズ平岡敬インタビュー『平岡敬と広島の思想 』」
http://www.inaco.co.jp/isaac/shiryo/hiroshima_nagasaki/hiraoka/12/12.html （ 2017 年
9 月 3 日閲覧 ）。  
9 公益財団法人広島平和文化センター平和連帯推進課「広島・長崎講座」
http://www.mayorsforpeace.org/jp/hnpc/hnpc_top.htm （ 2017 年 9 月 3 日閲覧 ）。  
10 公益財団法人広島平和文化センター平和連帯推進課 『「 広島・長崎講座」について 』。  
11 朝日新聞「 NY の空に反核の警鐘 広島・長崎市長ら演説 非政府組織代表演説」
（ 1982 年 6 月 25 日 ）。  




や調整などを行うための事務局は広島平和文化センターに置かれた [ 中国新聞社 
2009:34]。 
第 1 回世界平和連帯都市市長会議総会は、原爆被爆 40 周年に当たる 1985 年に行われ









続いて、第 2 回世界平和連帯都市市長会議が行われたのは、 1989 年である。会議では、
市長からの平和事業の取り組みの紹介が行われた。長崎会議の開会あいさつで、本島は、

















                                                   
12 朝日新聞「広島市で平和都市会議開幕 核廃絶へ連帯討議 海外 63 都市も参加」
（ 1985 年 8 月 5 日 ）。  
13 第 1 回世界平和連帯都市市長会議事務局『第 1 回世界平和連帯都市市長会議報告書』





2 項で、平和首長会議が展開する要となる 2020 ビジョンを事例に、市民団体・住民との
連携について述べる。 
 
第 2 節 平和首長会議の展開 
（ 1 ）平和首長会議に通底する理念 
平和首長会議の名称は、これまでに 2 回変更している。結成当初は、「世界平和連帯都
市市長会議」であった。 1 回目の名称変更は 2001 年に成された。「世界平和連帯都市市
長会議」は、「平和市長会議」（Mayors for Peace）と簡略化したものに改称された。 2




ため、国内の地方自治体に加盟を呼びかけた15 。これにより、全国の地方自治体の 7 割以
上にあたる 1271 市区町村が参加した。このため、 2 回目の改称をするに至った。 






                                                   
14 毎日新聞「平和市長会議：『平和首長会議』に名称変更」（ 2013 年 1 月 19 日 ）。  
15 朝日新聞「平和市長会議加盟、国内都市に門戸拡大 非核の世論喚起、期待／広島県」
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の解消を盛り込んでいた16 。 1982 年の第 2 回国連軍縮特別総会で行われた核兵器廃絶に
焦点を当てた荒木の提唱と比較した場合、テーマは拡大した、といえる。 1989 年の第 2
回世界平和連帯都市市長会議総会で採択されたアピールも、同様に、 1985 年の第 1 回総
会で採択されたアピールと比較すると、当初の核兵器廃絶に加えて、環境問題や人権問題、
開発問題を盛り込む幅広い内容となった [ 薮井  1992:34,40-41] 。さらに近年、平和首長
会議は原発について踏み込んだ見解を示している。平和首長会議の副会長である長崎市長
の田上富久は 2011 年の長崎平和宣言で脱原発依存の方向性を訴えていたが、 NPT 再検
討会議に向けた 2012 年の第 1 回準備委員会のスピーチでは「核の平和利用の見直し」に
触れなかった。同年、「脱原発をめざす首長会議」への参加を問われた際にも、消極的な




2013 年 8 月の第 8 回平和市長会議総会で採択された「ヒロシマアピール」は、「放射線
の発生源のいかんを問わず、いかなる場所においてもこれ以上の『ヒバクシャ』を出さな
いよう全力を尽くさなければならない」とした19 。 NPT は、核兵器反対運動に原子力論
争を持ち込まない枠組みである [ 川崎  2011:82] 。 NPT とは対照的に、福島原発事故を
含む放射能汚染被害を想定した平和首長会議の「ヒロシマアピール」は、従来の言及と比
較した場合、踏み込んでいることはいうまでもない。加えて、 2017 年の第 9 回平和首長
会議総会で発表された「ナガサキアピール」は、国連が提唱する持続可能な開発目標





                                                   
16 朝日新聞「核実験や兵器輸出禁止要求 世界平和連帯都市市長会議理事会」（ 1988 年
5 月 1 日 ）。  
17 朝日新聞「脱原発めざす首長会議に消極的 田上・長崎市長／長崎県」（ 2012 年 5 月
15 日 ）。  
18 朝日新聞「平和『首長』会議に 加盟実態合わせ改称へ／広島県」（ 2013 年 1 月 19
日 ）。  
19 平和市長会議『ヒロシマアピール』 2013 年 8 月 5 日。 







かならない [ 渡植  2004:41] 。城忠彰によれば、平和首長会議の基底には、次の信念があ
る。それは、地方から平和運動のうねりを起こす、さらに中央政府と市民運動を繋ぐ地方
自治体の国境を越えた連帯により平和のための国際合意を達成する、という信念である
[ 城  2012:57-58]。田上は、 1985 年の第 1 回目総会の基調講演で登壇したスジャトモコ
国連大学学長による「都市こそが、核戦争が起こるのを防ぐ運動の最前線に立たなければ
ならない」21 という言葉を強調する [ 田上  2008:23] 。そして、松井は、「都市や市民等
が連携し国家を内側から動かす、国際的に連帯し国連などの国際機関に働き掛けるといっ









2005 年に、 2020 ビジョンの課題として広島市民に向けた宣伝が不足していることを挙
げた [ 湯浅  2005:12] 。 2014 年、黒澤満によれば、 2020 ビジョンは、実際に被害を受
ける都市の住民の声を反映させたものである [ 黒澤  2014] 。結論を急げば、次項は、 2
つの記述の間にある変遷を証左するものにほかならない。 
 
（ 2 ） 2020 ビジョンの下での国内の市民団体・住民との連携 
現在、平和首長会議は、「 2020 年までに全ての核兵器を廃絶」することを目標に掲げ
ている。これは、 2003 年に出された緊急行動計画「核兵器廃絶のための緊急行動―
2020 ビジョン」に明示されている22 。 2020 年までに核兵器廃絶を目指す行動指針であ
る 2020 ビジョンは、 2005 年の NPT 再検討会議に向けた平和首長会議の対応として策
定されたものでもあり、以降、活動の指針となっている [ 田上  2008:22] 。具体的には、
（ 1 ）すべての核兵器を実戦配備から即時に解除する、（ 2 ）「核兵器禁止条約」締結に
向けた具体的交渉を開始する、（ 3 ）「核兵器禁止条約」を締結する、（ 4 ） 2020 年ま
でに核兵器を廃絶する―ことを目標とする。これらの 4 つの目標のうち、（ 3 ）について、
平和首長会議は核兵器禁止条約の締結期限を当初の「 2010 年」から「 2015 年」に調整
                                                   
21 第 1 回世界平和連帯都市市長会議事務局『第 1 回世界平和連帯都市市長会議報告書』
1986 年、 44 頁。 
22 平和市長会議『 2020Vision ―核兵器廃絶のための緊急行動―』 2008 年 3 月版。 
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していたが、 2015 年の第 9 回理事会で期限を決めないこととし、継続的に取り組んでい




には、平岡と長崎市長の伊藤一長による証言があった [ 平岡 1996:101-133]。 1997 年に
は、国際反核法律家協会や核戦争防止国際医師会議など複数の NGO が、共同で核兵器禁







NPT 体制は崩壊の危機に瀕していたといっても過言ではない [ 湯浅  2005:9-10] 。秋葉
は 2002 年の平和宣言で、米国同時多発テロ以降、核戦争の危険性や核兵器を使用する可
能性が高まる風潮に警鐘を鳴らした25 。そして、 2003 年の広島市の平和宣言で提唱され
たのが「核兵器廃絶のための緊急行動」である26 。その後、 10 月に開催された理事会で
2020 ビジョンが採択された。この背景には、日本原水爆被害者団体協議会（被団協）を
はじめ被爆者や市民団体による核兵器使用に反対する運動があった [ 秋葉 2012:122-123]。
以下では、期間ごとに、行動の一部について記述する。 
第 1 期（ 2003 年 11 月から 2006 年 6 月）は、 2005 年の NPT 再検討会議の対応を
中心とした期間であった。 2005 年に開催された第 6 回平和市長会議被爆 60 周年記念総
会では、米国中心の核保有国と非核兵器国の対立から具体的な合意を示すことができなか
った同年の NPT 再検討会議を検証するとともに、 2010 年までの「核兵器禁止条約の成
立及び 2020 年までの核兵器廃絶に向けた平和市長会議の取り組み」を議論した [ 田上 
2008:22]。同会議で宣誓された「ヒロシマアピール」は、 2020 ビジョンを主張し、今後




                                                   
23 平和首長会議理事会『最終コミュニケ』 2015 年 11 月 3 日。 
24 平和市長会議『 2020Vision ―核兵器廃絶のための緊急行動―』 2008 年 3 月版。 
25 広島市『平和宣言』 2002 年 8 月 6 日。 
26 広島市『平和宣言』 2003 年 8 月 6 日。 





「核兵器廃絶市民連絡会」である。 3 団体は、「核兵器廃絶― 2005NPT 市民連絡会議」
という連絡会を作り、全国的な取り組みを行った。 2005 年 2 月、秋葉と伊藤は東京で開
催された市民集会に揃って出席した [ 梅林監修 2005:174-175]。 2005 年には、広島・長
崎両市で開かれた原水爆禁止世界大会にて、国内外の市民団体から 2020 ビジョンを支持
する発言が相次いだ28 。 
第 2 期（ 2006 年 7 月から 2008 年 4 月）は、核軍縮交渉の推進キャンペーン期間に当
たる。「都市を攻撃目標にするなプロジェクト」（Cities Are Not Targets=CANTプロジ
ェクト）に基づき、核保有国への要請や市民署名活動を重点的に行った。CANTプロジェ
クト市民署名には、 2010 年 5 月の NPT 再検討会議時点で約 102万筆の賛同が寄せられ
た [ 梅林監修 2013:167]。 
これを経て、第 3 期（ 2008 年 5 月から）には、平和首長会議は、まず、国連が定める
「軍縮に向けた 10 年（ 2010 年から 2020 年 ）」 を「核の脅威に関して決断を迫られる
10 年」と位置付けた。その上で、 2010 年までその準備活動を行った [ 田上  2008:23] 。
2008 年の NPT 再検討会議準備委員会で、 2020 年までに核兵器を廃絶するための道筋
を示す「ヒロシマ・ナガサキ議定書」が発表された29 。はじめて長崎市で単独開催された
2009 年の第 7 回平和市長会議総会では、「ヒロシマ・ナガサキ議定書」を 2010 年 5 月
に開かれる NPT 再検討会議で採択させる方策を、話し合った30 。同会議で宣誓された




求めた31 。さらに、 2010 年 2 月には、 NPT 再検討会議に向けて「第 4 回核兵器廃絶―




第 1 委員会（核軍縮）の最終文書原案で、核兵器禁止条約の必要性が初めて言及された34 。
                                                   
28 朝日新聞 「（ 読むキーワード） 2020 ビジョン 核廃絶への道筋示す」（ 2005 年 8 月
16 日 ）。  
29 平和市長会議『ヒロシマ・ナガサキ議定書の概要とこれまでの取組（ 2020 年までの核
兵器廃絶の道筋）』。 
30 平和市長会議総会開催地実行委員会事務局『第 7 回平和市長会議総会プログラム』 4頁。 
31 平和市長会議『ナガサキアピール』 2009 年 8 月 10 日。 
32 朝日新聞 「（ 核なき世界へ NPT 再検討会議）核ゼロの日は遠く 広島・長崎市長、
現実の壁直面」（ 2010 年 5 月 9 日 ）。  
33 朝日新聞 「『 05 年よりはるかに良い』 秋葉・広島市長、手応え NPT 会議から帰
国 ／広島県」（ 2010 年 5 月 13 日 ）。  
34 朝日新聞 「（ 論！ 2010  ヒロシマ・ナガサキ）森滝春子さん 核兵器禁止条約、今こ
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その後、平和首長会議は、 2010 年 12 月から「核兵器禁止条約」の交渉開始などを求め
る署名活動に取り組んでいる35 。賛同は、 2017 年 10 月 1 日現在で、 2,621,112 筆にの
ぼる36 。 
2013 年 8 月、広島市で開催した第 8 回平和市長会議総会において、 2013 年から
2017 年までに展開する具体的な取り組みとして、「加盟都市の拡大と平和首長会議運営
体制の充実」「核兵器廃絶の国際世論の拡大」 「『 核兵器禁止条約』の早期実現を目指し
た取組の推進」を柱とした「平和首長会議行動計画（ 2013 年― 2017 年）」 を決定した
37 。さらに 2015 年 11 月、第 9 回平和首長会議理事会において、今後集中して取り組む
べき項目を定め、それを全加盟都市共通の行動指針とした38 。 
ここまで、 2020 ビジョンを指針とした期間ごとの行動を記述してきた。ここから分か
ることとして、 2 点を挙げることができよう。 1 点目は、国内における各市民団体との活
動や署名活動から分かるように、平和首長会議は市民団体と連携している、ということで
ある。 2 点目は、核兵器廃絶のための行動計画である 2020 ビジョンは修正を加えながら
期間と行動を具体的・体系的に示すことを試みている、ということである。 2 点目の意義
とは何であろうか。それは、漫然と繰り返されてきた平和首長会議の取り組みが広く理解
されることに繋がった [ 田上  2008:22-23]、ということにほかならない。図 1 の通り、
2017 年 10 月 1 日現在のデータによると、 162か国・地域の地方自治体が加盟している。
やや単純化していえば、これは、国連加盟国 193のうち、83%を占める。図 2 にあるよう
に、 2017 年時点において、加盟自治体数は 7,453 である。 2003 年の時点では加盟自治
体数は 562であったが、 2004 年には 90 が、 NPT 再検討会議が行われた 2005 年には
601が加盟し、倍増した。 2008 年に国内都市にも門戸を開いた後、 2010 年にはさらに
1,006 が加盟した。これらの数字から分かるように、 2020 ビジョンが示されて以来の約
15 年間で、加盟自治体数は 13 倍に増加している。そして、国内の地方自治体に着目し
た場合、市区町村 1741 のうち、96.9％にあたる 1687 が加盟する39 。 
  
                                                                                                                                                     
そ／広島県」（ 2010 年 5 月 19 日 ）。  
35 広島市『平和首長会議（ 2017 年 8 月 ）』 3-4 頁。 
36 平和首長会議「 2020 ビジョン」http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/effort.html
（ 2017 年 9 月 12 日閲覧 ）。  
37 広島市『平和首長会議（ 2017 年 8 月 ）』 5-10頁。 
38 平和首長会議『最終コミュニケ』 2015 年 11 月 3 日。 





















「知らない」地方自治体が 93 （同、 9.5 ％）であった。そして、知っている地方自治体
のうち、「なんらかの取り組みをしている」地方自治体は 191（知っている地方自治体比
で22.0％ ）、 「取り組みを行っていない」地方自治体は 665（同、76.6％）であった [ 池
尾  2015:35-36]。この結果は、平和首長会議の活動が知られていることを示す一方で、課
題も示している。それは、池尾が指摘するように、加盟自治体が当該地域において平和首














第 3 節 平和首長会議と地方自治体組織・国連との連携 






る決議を 3 回行った。すなわち、全国市長会は、 2005 年に 2020 ビジョン支持を盛り込
んだ決議の採択40 、 2007 年にCANTプロジェクトの支持決議の採択41 、 2010 年にヒロ
シマ・ナガサキ議定書を支持する決議の採択42 を行った。 2 つ目に、日本非核宣言自治体
協議会は、 1989 年と 1997 年の非核宣言自治体全国大会決議にて、平和首長会議の開催
                                                   
40 全国市長会『核兵器の廃絶を求める決議』平成 17 年 1 月。 
41 全国市長会『核兵器の廃絶に関する決議』平成 19 年 7 月 4 日。 





を支持した。 2001 年 8 月 6 日に、秋葉は平和宣言で「加盟都市が先頭にたって世界中に
『非核自治体』を広げ、最終的には地球全体を非核地帯にすることも夢ではありません」
と述べた43 。 2004 年 7 月 30 日には、日本非核自治体宣言協議会が「 NPT 再検討会議
を核兵器と決別する転機とするため、国内・外の世論の喚起に努めるとともに平和市長会
議の『核兵器廃絶のための緊急行動』を支持する」44 という決議文を採択した。具体的な
平和首長会議の施策を支持した表明は、 2004 年の決議文が初めてである。 2005 年には、
平和首長会議と日本非核宣言自治体協議会が、合同の要請行動として、中央政府および米
国・ロシア・イギリス・フランス・中国の各大使館を訪問し、 NPT 再検討会議において、
核兵器廃絶に向けた積極的な役割を果たすよう求めた [ 梅林監修 2005:173]。その後、日
本非核宣言自治体協議会は、 2007 年にCANTプロジェクトの支持決議の採択を行った45 。




てみたい。 1 つ目に、欧州議会は、 2004 年に 2020 ビジョン支持を盛り込んだ決議を採
択した。翌年の 2005 年に秋葉は、欧州議会外交委員会で、 2020 年までの核兵器廃絶を
目指した EU 加盟国や欧州市民による積極的な行動を訴えた48 。 2006 年に欧州自治体・
地域協議会（ CEMR ）の理事会が、CANTプロジェクトへの支持決議を採択した。 2 つ
目に、世界最大の地方自治体組織であり世界の過半数の人口を擁する組織である UCLG
は、 2007 年に CANT プロジェクトに賛同し、その後の 2010 年に 2020 年までの核兵
器廃絶に賛同した49 。特筆すべきは、 3 つ目の全米市長会議との連携である。全米市長会
議は、 2004 年に満場一致で 2020 ビジョンを支持し、大統領のジョージ・W・ブッシュ
に核兵器廃絶に向けた交渉開始を求める決議文を採択した50 。 2005 年に、秋葉は 2020
ビジョンを全米市長会議でアピールした51 。当時の全米市長会議は、人口 3 万人以上を有
する 1,183 自治体が加盟する超党派の会員制組織であった52 。同年、全米市長会議は、第
                                                   
43 広島市『平和宣言』 2001 年 8 月 6 日。 
44 日本非核宣言自治体協議会『第 19 回非核宣言自治体全国大会決議』。 
45 日本非核宣言自治体協議会『第 24 回非核宣言自治体全国大会決議』。 
46 日本非核宣言自治体協議会『第 26 回非核宣言自治体全国大会決議』。 
47 日本非核宣言自治体協議会『第 30 回非核宣言自治体全国大会決議』。 
48 中国新聞「核廃絶へ行動訴え EU 議会で広島市長」（ 2005 年 1 月 20 日 ）。  
49 UCLG “Recommendations of the World Summit of Local and Regional 
Leaders-Adopted in Mexico City 20 November 2010”, pp5-6.  
50 毎日新聞「核兵器廃絶緊急行動 全米市長会議が支持―広島市長『拡大期待』／広島」
（ 2004 年 7 月 2 日 ）。  
51 中国新聞「反核緊急行動に参加を 広島市長 全米市長に訴え」（ 2005 年 1 月 19
日 ）。  
52 朝日新聞 「（ 核を追う）核廃絶、動く平和市長会議 会長の秋葉忠利・広島市長に聞く」
（ 2005 年 4 月 6 日 ）。  
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ーズに再配分することを強調した [ 梅林監修 2013:167]。 
平和首長会議は、国連でも活動を行う。 2005 年 5 月にニューヨークの国連本部で開催
された NPT 再検討会議の際の活動を例として挙げる。 NPT 再検討会議を有効に活用し
ようと、平和首長会議は加盟都市などに広く参集を呼び掛けた。米国の 20 以上の地方自






[ 秋葉 2008a:15]。さらに、 NPT 再検討会議に関連した近年の事例を挙げれば、平和首
長会議は、広島・長崎両市長をはじめ 9 か国 13 都市 32 人で構成された代表団を 2012











                                                   
53 中国新聞「平和市長会議 『緊急行動』を再検討 来月 4 日に広島で開幕 核廃絶目指
す」（ 2005 年 7 月 31 日 ）。  
54 中国新聞「核攻撃の目標解除を 秋葉市長『都市行動』呼び掛け ハーグ会議」








第 4 節 「核の傘」を巡る中央政府と平和首長会議 
（ 1 ）「核の傘」からの離脱を申し立てた平岡 













府は「核の傘」から離脱しなければならない、と申し立てた [ 平岡 1996:212]。さらに、
1997 年の平和宣言で「核の傘に頼らない安全保障体制構築への努力を要求」した55 。 
平岡が主張した「核の傘」からの離脱に対し、中央政府はどのような見解を示したのだ
ろうか。次項では、核軍縮外交と防衛政策の観点から、 1990 年代後半から 2000 年代に
おける中央政府の「核の傘」の認識を確認しておきたい。 
 
（ 2 ）「核の傘」を重視する中央政府 
まず、核軍縮外交の観点からみる。首相であった橋本龍太郎は、インド・パキスタンに
よる核実験を背景に、核軍縮のための国際会議を提唱した。これにより、 1998 年 8 月に
発足したのが、核兵器国やインドやパキスタンからの代表を含む専門家会議である「核不
拡散・軍縮に関する東京フォーラム」である。 4 回の会合を経て、 1999 年 7 月に外務省
が後援した東京フォーラムは最終報告書を提出した56 。この報告書は、核軍縮の道を模索
する一方で、核兵器廃絶の期限を明示していなかった57 。同様に、 2009 年には日本とオ
                                                   
55 広島市『平和宣言』 1997 年 8 月 6 日。 
56 外務省「核の危険に直面して― 21 世紀への行動計画―核不拡散・核軍縮に関する東京
フォーラム報告書 序文」 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/t_forum99/jhobun.html
（ 2017 年 9 月 12 日閲覧 ）。  
57 朝日新聞「核削減の道筋、どう生かす？ 東京フォーラム、米ロに核軍縮を提言」




（ ICNND ）が報告書を発表したが、核兵器をゼロにする期限目標を示さなかった [ 水本 
2016:214] 。期限目標を示さない核軍縮外交は、中央政府の高官の発言からも読み取れる。
2005 年に、外務省の軍備管理軍縮課長である小笠原一郎は、 2020 ビジョンについて、
時間を限って核軍縮を進めるのは現実的ではなく、軍縮は防衛政策と直結しており、両立












「非核」とが併存しているという構造に変化はない [ 水本 2000:240]。米国同時多発テロ
以降の防衛白書を分析した水本和実によれば、日本は、北朝鮮に加え中国に警戒を強めつ
つ、国際テロなどにも警戒し、その結果、今日までに、米国の核抑止力の必要性を強調し









                                                                                                                                                     
（ 1999 年 7 月 27 日 ）。  
58 朝日新聞 「（ 時時刻刻）核巡る閉塞感連帯の力に 全廃の道筋定めた『 2020 ビジョン』
【大阪 】」 （ 2005 年 8 月 7 日 ）。  
59 『第 171回 国会 衆議院予算委員会第 25 号 平成 21 年 5 月 8 日』 21 頁。 
60 朝日新聞 「（ 核なき世界へ）広島発、今こそ非核 『軍縮の年』米英仏が参列 平和記
念式」（ 2010 年 8 月 7 日 ）。  





























これは、 1997 年以来、 2 回目の「核の傘」からの離脱を申し立てた平和宣言であった67 。
この平和宣言にある「市民や都市も行動 」、 「志を同じくする国々、 NGO 、国連等と協
力」という文言からは、自治と連帯の理念に基づく行動が読み取れる。 
秋葉による「核の傘」からの離脱の申し立ては、どのような経緯を以て成されたのだろ
                                                   
62 朝日新聞「動き追って 希望と夢多い街に（緊急報告 秋葉新市長：上）／広島」
（ 1999 年 2 月 2 日 ）。  
63 朝日新聞 「（ 脱秋葉・松井流 広島市長就任 1 年：下）反核アピール、淡々と 広島県」
（ 2012 年 4 月 12 日 ）。  
64 中国新聞「点検 秋葉市政 ‘05 広島市予算案から ＜下＞ 被爆 60 周年 『緊急行
動』海外で反響 平和行政 中身問う地元」（ 2005 年 2 月 13 日 ）。  
65 広島市『平和宣言』 2006 年 8 月 6 日。 
66 朝日新聞「平和市長会議加盟、国内都市に門戸拡大 非核の世論喚起、期待／広島県」
（ 2008 年 1 月 29 日 ）。  
67 朝日新聞「秋葉・広島市長の平和宣言 菅首相の平和記念式あいさつ 広島被爆 65 年」
（ 2010 年 8 月 6 日 ）。  
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うか。 2009 年 4 月に行われたバラク・オバマ米大統領によるプラハでの「核兵器のない
世界」に向けた演説（プラハ演説）は、記憶に新しい。秋葉によれば、プラハ演説に込め
られたオバマの思いは、次のように表現できる。それは、広島に対しての敬意、被爆者の
願いへの共感、被爆者と共に「核なき世界」の創造―である。その後、 2009 年 10 月に、
駐日米国大使のジョン・ルースが広島を訪れ、秋葉はルースとオバマの広島訪問について
情報を交換した [ 秋葉  2016:50,52]。この時、米国は、オバマが 11 月に訪日する際、広




れている68 。 2 つ目の理由は、 1 つ目とは対照的に、日本側によるものである。ウィキリ
ークスの情報を基にした秋葉によれば、米国側が広島訪問について外務省に打診したが、
外務省は時期尚早としこのオファーを拒否した。結果として、 2009 年のオバマ訪問は実
現しなかった。だが、 2010 年 1 月に、オバマと会談した秋葉は、この時に広島訪問が実
現すると確信した [ 秋葉  2016:52] 。そして、同年の平和記念式に、潘基文のほかに、米
国政府の公式代表として初めて、ルースが参列した。秋葉は平和記念式を直前に控えた記













（ 4 ）「核の傘」離脱に向けた平和首長会議の戦略 
                                                   
68 朝日新聞「特集：オバマ米大統領来日 聞こえますか、非核への願い」（ 2009 年 11
月 16 日 ）。  
69 朝日新聞 「『 核の傘』離脱、政府に要求 広島・平和宣言骨子」（ 2010 年 8 月 2 日 ）。  
70 広島市『平和宣言』 2010 年 8 月 6 日。 
71 朝日新聞 「（ 論！ 2010  ヒロシマ・ナガサキ）今こそ声上げる時期／広島県」






つ目に、広島・長崎ともに、 2013 年の平和宣言で、 1990 年代半ば以降に研究者や
NGO から提案された北東アジアの非核地帯構想を掲げた72 。外務省は、 2015 年に発行
した『日本の軍縮・不拡散外交（第 7 版 ）』 で非核地帯構想について否定的な見解を示し
たが、 2013 年に発行された『同（第 6 版 ）』 は構想自体に触れていない。 2 つ目に、






方自治体と連動しようとしていることが読み取れよう [ 水本  2016:211, 216] 。これらか
らは、安全保障を巡り、中央政府と地方自治体との対話が開始されつつあることが分かる。 
しかしながら、唯一の戦争被爆国である日本の中央政府は、核兵器禁止条約の署名・批














を重視し、 2017 年 10 月現在、核兵器廃絶決議案の素案作成段階で、核軍縮の表現を例
年より弱め核兵器禁止条約に言及しない方針を出している76 。 
                                                   
72 朝日新聞 「（ 社説）広島・長崎と首相 『被爆国』の指導力とは」（ 2013 年 8 月 10
日 ）。  
73 朝日新聞「核兵器禁止『条約を』 長崎など、野田首相に要請書 【西部】」 （ 2012
年 1 月 27 日 ）。  
74 『第 180回 国会 衆議院予算委員会第 7 号 平成 24 年 2 月 10 日』 21 頁。 
75 『第 192回 国会 衆議院安全保障委員会第 4 号 平成 28 年 11 月 25 日』 11 頁。 
76 朝日新聞「日本政府、核禁条約にふれぬ方針 国連への核廃絶決議案」（ 2017 年 10







とは、平和首長会議は、 2016 年 10 月に核保有国と日本を含む「核の傘」の下にある
37 か国に、核抑止政策から離脱することを要請した、ということである78 。しかしなが













2017 年 7 月に採択された核兵器禁止条約の制定過程を挙げたい。 2017 年の 3 月と 6 月
にニューヨークで開催された 2 回の交渉会議で、平和首長会議は核保有国とともに「核の






                                                                                                                                                     
月 12 日 ）。  
77 広島市『平和宣言』 2013 年 8 月 6 日。 
78 公益財団法人広島平和文化センター『平和と交流 2017 年版（平成 28 年度事業 ）』
203頁。 
79 朝日新聞「核共同声明に『核』 三木・フォード時代以来」（ 2017 年 2 月 15 日 ）。  
80 朝日新聞 「『 被爆者とともにノーベル賞』 ICAN・川崎さん広島市長訪問 広島県」
（ 2017 年 10 月 28 日）。  
81 公益財団法人広島平和文化センター『平和文化』 195号、 2017 年、 1-2 頁。 
82 朝日新聞「核禁止へ、世界の都市と 長崎、平和首長会議が閉会【西部 】」 （ 2017 年


























第 1 節でみたように、荒木は、 1970 年代に地方自治体の長として核兵器廃絶を国際社
会に訴えた先駆者である。 1980 年代に、荒木は平和首長会議を結成した。核兵器廃絶へ
の道を切り開こうとする平和首長会議結成時の理念は、地方自治体による自治と連帯によ
って、構成されていた。第 2 節と第 3 節で捉えたように、結成当初の理念を引き継いだ平
和首長会議は、 2003 年に出された 2020 ビジョンを基とし、自治と連帯の観点から、国
内の市民団体、国内外の地方自治体組織、国連と連携することにより、 2000 年代に加盟
都市数の増加を伴う発展を遂げた。今日、加盟団体における住民との連携が、課題として





                                                   
83 朝日新聞「核禁止へ、世界の都市と 長崎、平和首長会議が閉会【西部 】」 （ 2017 年
8 月 11 日 ）。  















2005 年の NPT 再検討会議と比較した場合、 2010 年の NPT 再検討会議は、核兵器
廃絶に向けてより前進した、といえよう。だが、 2015 年の NPT 再検討会議では、今後
5 年間の核軍縮の方向性を示す最終文書を採択することができなかった。 NPT 体制がつ
まずきを見せ、今日、国家間の核兵器廃絶への動きは鈍い。世界が核戦争などで滅亡する
時を「 0 時」とし、米ソの軍拡競争が頂点に達した時「残り 3 分」であった「終末時計」
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第 1 節 分析結果の整理 
第 2 節 結論 






























第 1 節 分析結果の整理 


























































第 2 節 結論 


































































第 3 節 今後の課題 
本稿により明らかになった、地方自治体の反核兵器政策の展開を再検討する上で必要な
今後の課題を、 5 点に整理し、稿を閉じる。 











































                                                   
1 多賀秀敏 「『 環日本海経済圏』考」非核自治体全国草の根ネットワーク世話人会『非核
ネットワーク通信』第 122号、 2008 年。 
2 琉球新報「沖縄核配備、沖縄県が質問 外務省に有無を確認」（ 2017 年 9 月 27 日 ）。  
3 しんぶん赤旗「海外米軍基地閉鎖せよ 沖縄に連帯も 米で反戦・平和団体が集会」
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第 1 章：書き下ろし。 
 
第 2 章：書き下ろし。 
 
第 3 章：「 1975 年の非核神戸方式を巡る中央地方関係」早稲田大学院社会科学研究科
『社学研論集』（第 16 号 ）、 2010 年、 43-53 頁 を加筆、修正。 
 
第 4 章：川口徹「地方自治体の非核宣言―1980年代を中心に―」早稲田大学院社会科学研
究科『社学研論集』（第 17 号 ）、 2011 年、 43-57 頁 を加筆、修正。 
 
第 5 章：「 1990 年代の非核化を巡る中央地方関係―高知県の港湾非核化条例案の審議過
程の政治分析」早稲田大学院社会科学研究科『ソシオサイエンス』（第 18 号 ）、 2012
年、 33-48 頁 を加筆、修正。 
 












■第 1 章 
神奈川県新総合計画（1973 年） 体系 
第 1 編 環境の保全と都市設備の整備 
（略） 
第 2 編 県民福祉の向上 
（略） 
第 3 編 教育・文化の充実 
（略） 
第 4 編 県民経済の調和ある発展 
（略） 
第 5 編 働き甲斐の充実とスポーツ・レクリェーションの普及 
（略） 
 








   1 （略） 
   2 （略） 
   3 （略） 


































































昭和 59 年 7 月 5 日 
神奈川県 
 
■第 2 章 
1949 年 8 月 12 日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関する追加議
定書（議定書 I）（略称 ジュネーヴ諸条約第 1 追加議定書）第 59 条 
（1977 年 6 月署名、日本批准 2004 年 9 月、発効 2005 年 2 月） 





































前文 日本国憲法第 97 条は、「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年
にわたる自由獲得の努力の成果であって、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在
及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。」と





年 8 月に加入した「1949 年 8 月 12 日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の
保護に関する追加議定書」（以下、「ジュネーヴ諸条約第 1 追加議定書」という。） および



































































5 ジュネーヴ諸条約第 1 追加議定書第 1 条に規定される事態に際しては、同第 59 条の規
定に基づき、第 1 項乃至第 4 項に示された 4 条件をみたす地域を、国立市は無防備地区
と宣言する。 
 






















■第 3 章 
日中国交正常化ならびに日中貿易促進に関する要望決議 
議員提出第 2 号議案 
日中国交正常化ならびに日中貿易促進に関する要望決議の件 
日中国交正常化ならびに日中貿易促進に関する要望決議を別紙のとおり提出する。 














昭和 46 年 5 月 20 日 
 
日中平和友好条約締結の促進に関する要望決議 
議員提出第 51 号議案 
日中平和友好条約締結の促進に関する要望決議の件 
日中平和友好条約締結の促進に関する要望決議を別紙のとおり提出する。 

















昭和 49 年 12 月 20 日 
 
神戸港第六突堤の返還に関する意見書 
議員提出第 34 号議案 
神戸港第六突堤の返還に関する意見書提出の件 
神戸港第六突堤の返還に関する意見書を別紙のとおり提出する。 





昭和 43 年 12 月 20 日 
内閣総理大臣 




















議員提出第 47 号議案 
原子力船「むつ」の神戸港入港反対に関する決議の件 
原子力船「むつ」の神戸港入港反対に関する決議を別紙のとおり提出する。 














議員提出第 62 号議案 
核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議の件 
核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議を別紙のとおり提出する。 
昭和 50 年 3 月 18 日 
提案者 神戸市会議員全員 
神戸市会議長 浅井正一殿 
















（平成 28 年 10 月 30 日施行） 
神戸市港湾施設条例（昭和 29 年 4 月条例第 25 号）の全部を改正する。 
第 1 章 総則 
（目的） 
第 1 条 この条例は、港湾施設に関し必要な事項を定め、港湾施設の適正かつ効率的な利
用を図ることを目的とする。 
（定義） 







3 この条例において、「港湾区域」とは、港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）第 4 条第 4
項の規定により、神戸港の港湾区域として認可のあつた水域をいう。 
4～5 [略] 
第 2 章 使用 
（使用の許可） 
第 3 条 港湾施設を使用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 
（許可等の基準） 
第 5 条 市長は、許可又は承認を受けようとする者が次の各号の一に該当する場合におい
























第 6 章 雑則 
（関係書類の提出） 
第 36 条 市長は、必要があると認めるときは、使用者に対し取扱貨物、けい留船舶その
他港湾施設の使用に関する事項について関係書類の提出を求めることができる。 
（入港又は出港の届出） 
第 41 条 大型船舶を港湾区域に入港させ、又は港湾区域から出港させようとする者は、
規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 
 









1950 年 3 月 19 日 ストックホルムにて 
平和擁護者世界大会委員会 
 
第 1 回原水爆禁止世界大会 宣言 
原水爆禁止を要望する最初の世界大会が、1955 年 8 月 6 日―世界最初の原爆投下の日―
から 3 日間、ここ原爆の地「ヒロシマ」にひらかれ、ヨーロッパ、アメリカ、アジア諸国































































































第 1 回非核自治体国際会議大会決議 











2 われわれは、第 1 回国際会議が圧倒的な成功をおさめたことを確認し、第 2 回国際会
議を 1985 年春に開催することが適当であると考える。われわれは、スペインのコルドバ























































































































































6 月 1 日の国際非核自治体デーには、核軍縮を求める二十二人委員会と共催して「今、海
の非核化を考える」シンポジウムを開き、内陸国をも含めて、すべての国に開かれている
海が、平和のために利用されることの重要性を訴えた。 




また、5 日から 9 日まで、広島市と長崎市で核兵器廃絶のために果たすべき都市の役割









































■第 5 章 
周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律 
法律第 60 号（平 11・5・28） 
（目的） 
































 よって、当県議会は、ここに改めて高知県の港湾における非核平和利用を決議する。  




（昭和 29 年 10 月 1 日条例第 53 号） 
（趣旨） 
第 1 条 この条例は、県の管理に属する港湾施設の管理に関し必要な事項を定めるものと
する。 
（定義） 





（1） 港湾施設 港湾法（昭和 25 年法律第 218 号。次号において「法」という。）第
2 条第 5 項に規定する港湾施設（同条第 6 項の規定により港湾施設とみなされたもの
を含む。）、暫定係留施設及びその他の港湾用地をいう。 






（4） 占用 工作物を設置して、港湾施設の一部を利用することをいう。 
（5） 使用 占用以外の港湾施設の一部の利用をいう。 
（6） 小型船舶 総トン数 20 トン未満の船舶をいう。 
（行為の規制） 


















































































■第 6 章 
広島平和文化センター条例（抄） 
（昭和 42 年 10 月 13 日 条例第 36 号） 
（目的及び設置） 






第 2 条 平和文化センターは、広島市中島町広島平和記念館内に置く。 
（業務） 














第 4 条 平和文化センターに、局長その他必要な職員を置く。 
（委任規定） 







































第 2 次世界大戦後の軍縮交渉が開始されてから、既に 30 年を経過しようとしている。
その間 1946 年 12 月 14 日第 1 回国際連合総会は軍備の総括的な規制および縮小を律する
「軍縮大憲章」を決議採択した。第 9 回国際連合総会は「あらゆる兵力とあらゆる装備規
制制限、及び均衡のとれた縮小」「軍備委員会報告」「軍備縮小および原子、水素その他の
大量破壊兵器の禁止に関する国際条約締結」以上 3 つの決議を採択した。更に第 12 回国
際連合総会は、軍備および兵力の削減、制限および公開査察についての国際的合意を達成
し、もって戦争の危険を減少し、恒久平和への見透しを進展させることの緊要性を強調し
た具体的な措置、勧告についての決議を行なった。1959 年 11 月 20 日第 14 回国際連合総
会では諸国政府に対し「全面完全軍縮」問題の建設的解決を達成するため、あらゆる努力
をするよう要請した「全面完全軍縮に関する国際連合総会決議」が採択されている。特に









































































































委員長 今堀誠二 広島大学総合科学部長 
   
〈広島側〉   
副委員長 原田東岷 原田外科病院院長 
委員 石田定 広島原爆病院内科部長 
委員 岡本直正 広島大学原爆放射能医学研究所長 
委員 庄野直美 広島女学院大学教授 
委員 湯崎稔 広島大学原爆放射能医学研究所助教授 
   
〈長崎側〉   
副委員長 秋月辰一郎 聖フランシスコ病院医長 
委員 市丸道人 長崎大学医学部教授 
委員 岡島俊三 長崎大学医学部教授 
委員 島内八郎 長崎原爆資料協議会副会長 
委員 西森一正 長崎大学医学部教授 
委員 宮城重信 長崎原子爆弾被爆者対策協議会医療部会長 
   























第 2 回国連軍縮特別総会における荒木武広島市長の演説 




























































































1982 年（昭和 57 年）8 月 6 日 
広島市長  荒木武 
 
 
第 3 回国連軍縮特別総会での荒木武広島市長の演説 































































































界 30 数か国、約 130 都市の市長らが、体制の違いや国境を乗り越えて相集い、「核兵器廃
絶を目指して―核時代における都市の役割」を基調テーマに、活発な討論を交わしている。 


























昭和 58 年 1 月 20 日 
        殿 
広島市長 荒木武 
長崎市長 本島等 















































広島市は、今から 40 年前、1945 年 8 月 6 日午前 8 時 15 分、世界最初の原子爆弾の投
下によって一瞬にして壊滅しました。35 万人に及ぶ市民が被爆し、即死者およびその後 4



























































共存への道を切り開くため、私は、昭和 58 年 1 月以来、長崎市長との連名によって、世
界の各都市に“核兵器廃絶に向けての都市連帯推進”の呼び掛けを行っております。世界





























































































平和市長会議 ヒロシマアピール（2013 年） 
私たち世界 157 か国・地域の 5,712 都市の代表は、広島市において開催された第 8 回平
和市長会議総会に参加し、『「核兵器のない世界」の実現を目指して―「ヒロシマ・ナガサ
キの心」を世界に―』をテーマに広範な議論を行った。 







































望があることを歓迎したい。2010 年 NPT 再検討会議は、その最終文書の中で、核兵器の
非人道性と核兵器禁止条約について初めて言及した。また今年 3 月、ノルウェー政府はオ
スロで画期的な「核兵器の人道的影響に関する国際会議」を主催し、127 の政府が出席し
た。2014 年 2 月には、メキシコの主催でフォローアップ会合が予定されている。5 月には、
「核兵器のない世界の実現と維持に向けた多角的核軍縮交渉を前進させるための提案を策
定する」ために、すべての加盟国を対象とした新たな国連ワーキンググループがジュネー
















































上記の諸点を踏まえ、第 8 回平和市長会議総会では 2013 年から 2017 年までのダイナ
ミックな行動計画を採択した。私たちは、ここに、2020 年までの核兵器廃絶実現に向けて
全力で取り組むことを誓うものとする。 
2013 年 8 月 5 日広島にて 


































































58 年目の 8 月 6 日、子どもたちの時代までに、核兵器を廃絶し戦争を起こさない世界を実
現するため、新たな決意で努力することを誓い、全（すべ）ての原爆犠牲者の御霊（みた
ま）に衷心より哀悼の誠を捧（ささ）げます。 
2003 年（平成 15 年）8 月 6 日 
広島市長  秋葉忠利 
 























2004（平成 16）年 7 月 30 日 




































6. 2011 年に米国は 7,110 億ドルを軍事費に費やしており、この額は世界の軍事費総額の
41 パーセントに相当し、また中国、ロシア、NATO 加盟 6 か国および NATO 非加盟の主







9. 全米市長会議は、2004 年と 2006 年以降毎年、平和市長会議と同会議が提唱する 2020
ビジョンキャンペーン、「都市を攻撃目標にするな（CANT）プロジェクト」への強い支持




11. 平和市長会議が、2011 年 9 月 21 日、すなわち国連が提唱する「国際平和デー」に、








































































1997 年（平成 9 年）8 月 6 日 
広島市長 平岡敬 
 

















































2010 年（平成 22 年）8 月 6 日 
広島市長 秋葉忠利 
 
広島市 平和宣言（2013 年） 
































































が暮らしていたまちは一瞬で廃墟となり、24 万人の市民のうち 15 万人が傷つき、そのう










































































訴え続けてきました。平和市長会議には、現在世界の 153 か国・地域から 5,111 の都市が
加盟しています。そのうち、日本国内の加盟都市は 1,096 に及んでおり（全市区町村の
62.9％）、本年 1 月、初めての国内加盟都市会議を広島市で開催しました。 











平成 24 年（2012 年）1 月 26 日 
第 1 回平和市長会議国内加盟都市会議 
代表 広島市長 松井一實 
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